平成23年第１回奥多摩町議会定例会連合審査会会議録
1.　平成23年３月８日午前10時00分、第１回奥多摩町議会定例会連合審査会が奥多摩町議会議場に招集された。
2.　出席議員は次のとおりである。

　　　　第１番　師岡　伸公君　　第２番　酒井　正利君　　第３番　原島　伸行君

　　　　第４番　須崎　　眞君　　第５番　増田ひさ子君　　第６番　竹内　和男君

　　　　第７番　小澤　春義君　　第８番　鈴木　賢一君　　第９番　清水　典子君
第10番　村木　征一君　   第11番　師岡　　智君　  第12番　前田　悦男君
第13番　小林　　勤君　　第14番　島崎　利雄君

3.　欠席議員は次のとおりである。
　　　　な　し
4.　会議事件は次のとおりである。

　　　　別紙本日の『議事日程表』のとおり

5.　職務のため出席した者は次のとおりである。

　　　　議会事務局長　大野　　尚君　　議会係長　浅見　隆久君

6.　地方自治法第121条の規定による出席説明員は、次のとおりである。
　　　　町　　　　　長　河村　文夫君　　副　 町 　長　村木　義雄君

　　　　教育長　栃元　　誠君　　企画財政課長　加藤　一美君

　　　　企画財政課主幹　清水　信行君　　総務課長　原島　　肇君

　　　　住民課長　浜野　武雄君　　福祉保健課長　若菜　伸一君
　　　　観光産業課長　加藤　博士君　　地域整備課長　宮田　昭治君
　　　　教育課長　井上　永一君　　会計管理者　清水　　明君
病院事務長　川村　文雄君

平成23年第１回奥多摩町議会定例会
連　合　審　査　会　議　事　日　程

平成23年３月８日（火）

午前10時00分開会・開議

	日程
	議案番号
	議　　　案　　　名
	結　　果

	１
	――
	議長開会・開議宣告
	――

	２
	――
	会期の決定について
	決　　定

	３
	議案第10号
	平成22年度奥多摩町一般会計補正予算（第３号）
	可決すべきもの

	４
	議案第11号
	平成22年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計補正予算（第２号）
	可決すべきもの

	５
	議案第12号
	平成22年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事特別会計補正予算（第３号）
	可決すべきもの

	６
	議案第13号
	平成22年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）
	可決すべきもの

	７
	議案第14号
	平成22年度奥多摩町老人保健特別会計補正予算

（第２号）
	可決すべきもの


	８
	議案第15号
	平成22年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）
	可決すべきもの

	９
	議案第16号
	平成22年度奥多摩町介護保険特別会計補正予算

（第３号）
	可決すべきもの

	10
	議案第17号
	平成22年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算

（第３号）
	可決すべきもの

	11
	議案第18号
	平成22年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計補正予算（第２号）
	可決すべきもの


（閉会　午後３時25分）
午前10時00分　開会・開議

○議長（鈴木　賢一君）　皆さん、おはようございます。これより連合審査会を開会、開議します。

　本日の出席委員は13名です。直ちに会議を開きます。

　初めに、日程第２　会期の決定について、を議題とします。

　お諮りします。本審査会の会期については本日１日限りとしたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　ご異議なしと認めます。よって、本審査会の会期は本日１日限りと決定しました。

本日の連合審査会は、お手元に配付してある日程表のとおり、３月４日の本会議第１日に付託された日程第３　議案第10号　平成22年度奥多摩町一般会計補正予算（第３号）及び日程第４　議案第11号　平成22年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計補正予算（第２号）、日程第５　議案第12号　平成22年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計補正予算（第３号）、日程第６　議案第13号　平成22年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）、日程第７　議案第14号　平成22年度奥多摩町老人保健特別会計補正予算（第２号）、日程第８　議案第15号　平成22年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）、日程第９　議案第16号　平成22年度奥多摩町介護保険特別会計補正予算（第３号）、日程第10　議案第17号　平成22年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算（第３号）、日程第11　議案第18号　平成22年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計補正予算（第２号）、以上９件について常任委員会合同で審査を行います。

　審査を行う前に各課長にお願いします。説明は、自席に着席したままで簡潔に行っていただくようお願いします。

　初めに、議案第10号について、各課長から順次所管の説明を求めます。住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　一般会計補正予算書の８ページをお開きください。２歳入、款01町税についてご説明いたします。

個人の町民税は、納税義務者や個人所得の減少で1,021万8,000円の減額、法人町民税は、企業業績の持ち直しにより176万5,000円の増額となり、町民税全体では845万3,000円を減額し２億8,309万5,000円の見込額とするものです。

固定資産税は、現年課税分816万円を減額し、滞納繰越分93万1,000円を増額し３億6,028万8,000円とするものです。主な理由ですが、地価下落による時点修正、家屋の滅失などによる減、設備投資の減による償却資産の減がありましたが、確定によるものです。滞納繰越分については、当初見込額以上の徴収が見込まれることによるものです。固定資産税全体では722万9,000円減額し５億2,802万3,000円とするものです。

軽自動車税は、現年課税分７万9,000円を増額し、滞納繰越分１万8,000円を減額し、軽自動車全体では６万1,000円の収入見込額を増額し、1,144万3,000円とするものです。

町たばこ税は、平成22年10月より税率が改定されたものの喫煙人口の減少等により、196万4,000円の減額により2,331万5,000円を収入見込額とするものです。

９ページをお開きください。鉱産税、入湯税についても、それぞれ46万円、35万2,000円の減額の見込みとするものでございます。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の地方揮発油譲与税２万8,000円の増、次の自動車重量譲与税85万4,000円の減、次の利子割交付金113万5,000円の増、次の配当割交付金17万2,000円の増、次のページの株式等譲渡所得割交付金６万9,000円の増、次の地方消費税交付金472万5,000円の増、次の自動車取得税交付金756万9,000円の増、次の旧法による自動車取得税交付金1,000円の減、次の地方交付税1,886万9,000円の増、次の交通安全対策特別交付金100万円の減は、それぞれ見込通知によるものでございます。

○住民課長（浜野　武雄君）　衛生費負担金162万3,000円の減は、秋川衛生組合普通交付税配分金の減ですが、これは起債の償還が完了したためでございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　11ページをお願いいたします。商工使用料でございますが、１万8,000円を減額するもので、大沢国際釣り場と青目立不動尊休み処につきましては、指定管理施設としてオープンする前に施設改修を行ったため、改修費を使用料計算に算入したことにより増額となるもので、日原駐車場につきましては、端数処理の関係から、氷川駐車場と小丹波駐車場につきましては利用台数の見込減により減額するものでございます。

○教育課長（井上　永一君）　次に、教育使用料でございますが、11万4,000円の減額につきましては、学校開放施設、社会体育施設、美術館、森林館及び文化会館使用料の実績及び見込額でございます。

○住民課長（浜野　武雄君）　次に、使用料及び手数料、総務手数料２万6,000円の増は、戸籍手数料４万8,000円の増、証明手数料18万7,000円の減でございます。

　次のページ、閲覧手数料17万4,000円の増、自動車臨時運行許可手数料9,000円の減でございます。総計で397万9,000円とするものでございます。

　衛生手数料10万2,000円の増は、ごみ手数料増、これは持ち込み量が多くなったためでございます。15万7,000円の増でございます。犬の登録手数料５万5,000円の減でございます。総額で1,581万8,000円とするものでございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　国庫支出金です。民生費国庫負担金の社会福祉費負担金は、国民健康保険保険基盤安定繰出負担金の保険者支援分が通知により８万9,000円の増、障害者自立支援給付費負担金が実績により180万4,000円の増、障害者自立支援対策臨時特例交付金は、東京都障害者自立支援対策臨時特例補助金に組み替えを行ったことにより571万5,000円の減としたものです。

　次の児童福祉費負担金の保育所措置費負担金733万6,000円の減、児童手当費負担金は実績により19万円の減、子ども手当費負担金も実績により744万6,000円の減と見込むものです。

　13ページをお開きください。次の民生費国庫補助金の社会福祉費補助金120万1,000円の減は、難病患者等ホームヘルプサービス事業補助金が４万5,000円の減、障害程度区分認定等事業費補助金１万5,000円の減、障害者地域生活支援事業補助金114万1,000円の減は、それぞれ確定見込により減とするものです。

　児童福祉費補助金108万5,000円の増は、次世代育成支援対策事業交付金を都補助金から国庫補助金に財源を組み替えをしたことによるものでございます。

　次の衛生費国庫補助金の保健衛生補助金29万9,000円の減は、疾病予防対策事業費等補助金の実績見込によるものでございます。

○教育課長（井上　永一君）　次に、教育費国庫補助金でございますが、874万円の増額となりますが、その内容ですが、小学校費の６万5,000円の減額、中学校費の９万3,000円の減額は、いずれも理科教育等設備整備費補助金、特別支援教育就学奨励費補助金の事業実績に伴い減額となるものでございます。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の、住民生活に光をそそぐ交付金889万8,000円の増は、国の緊急総合経済対策の年度末補正の交付金でソフト事業に充当されます。

　次の、土木費国庫補助金のきめ細かな交付金5,583万4,000円の増は、同じく国の緊急経済対策の年度末補正の交付金でハード事業に充当されます。

○住民課長（浜野　武雄君）　14ページをご覧ください。国庫委託金、総務費委託金５万4,000円の増は、実績によるものでございます。

　次に、民生費委託金７万1,000円の増は、児童福祉費委託金については実績によるものでございます。

　国民年金費委託金、これも実績によるものでございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　次に、都支出金です。民生費負担金、社会福祉費負担金144万6,000円の減の主なものは、国民健康保険保険基盤安定繰出負担金を実績により270万3,000円の増、後期高齢者医療保険基盤安定繰出負担金197万4,000円の減、在宅心身障害者福祉手当負担金が実績により292万7,000円の減、障害者自立支援給付費負担金が実績により90万2,000円増と見込むものでございます。

　次の児童福祉費負担金の671万6,000円の減は、保育所措置費負担金が154万5,000円の減、児童手当費負担金１万5,000円の増、15ページをお開きください。児童育成手当費負担金133万9,000円の減、子ども手当費負担金384万7,000円の減をそれぞれ実績により見込むものでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に、土木費都負担金96万5,000円の減につきましては、地籍調査費の額の確定によるものが主なものです。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の総務費都補助金2,000円の減は、伐木事業補填収入の確定によるものでございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　民生費都補助金の社会福祉費補助金381万4,000円の増の主なものは、高齢社会対策包括補助事業補助金54万4,000円の減、障害者施策推進包括補助事業補助金147万5,000円の減、障害者地域生活支援事業補助金57万円の減、地域福祉推進包括補助事業244万1,000円の増、16ページをご覧ください。高次脳機能障害者支援促進事業補助金75万円の減につきましては、それぞれ説明欄の事業の実績に基づき増減を見込んだものでございます。

　東京都障害自立支援対策臨時特例補助金491万1,000円の増は、先ほど民生費国庫負担金でご説明したとおり、国庫負担金から都負担金に財源組替えを行ったものでございます。

　児童福祉費補助金201万3,000円の減は、主に子ども医療費助成事業補助金106万2,000円の減は実績見込により、次の次世代育成支援対策事業補助金108万5,000円の減は、国庫補助金に財源組替えを行ったことによる減でございます。

　次の妊婦健康診査事業補助金40万4,000円の減も、衛生費都補助金へ財源組替えを行ったことにより減とするものです。

次の衛生費都補助金の保健衛生費補助金228万円の減は、医療保健政策包括補助事業補助金215万4,000円の減は、それぞれ説明欄の事業の実績に基づき減を見込んだもので、次の健康増進法事業補助金27万5,000円の減は、実績見込によるもので、次の妊婦健康診査事業補助金の増は、児童福祉費補助金からの組み替えによるものでございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次の農業水産業費都補助金の農業費補助金でございますが、契約確定や事業数量の確定に伴いまして、また、17ページの林業費補助金につきましても、契約確定や事業内容の見直しによりまして、合計で1,347万7,000円を減額するものでございます。

　次の商工費都補助金の601万8,000円の減額につきましても、事業の確定に伴いまして減額するもので、平成23年度に導入を予定しています、もえぎの湯木質バイオマスボイラー設計委託料の減額によるものが大きいものでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の土木費都補助金730万8,000円の減は、市町村土木費補助金の八桑北線の309万2,000円の補償費の増と、松葉穴沢線用地買収費を来年に回した関係で1,040万円の減となります。

○教育課長（井上　永一君）　次に、教育費都補助金でございますが、４万2,000円の減額につきましては、教育総務費補助金５万7,000円の減、中学校費補助金１万5,000円の増は、実績及び見込額によるものでございます。

○住民課長（浜野　武雄君）　18ページ、都委託金、総務費委託金、徴税費委託金118万2,000円の増は、都税取扱事務費の増でございます。

○総務課長（原島　　肇君）　選挙費委託金51万6,000円の減となりますが、東京都知事選挙が当初４月３日で予定しておりましたが、４月10日に確定したため減額となるものでございます。

　統計調査費委託金は48万6,000円の減となりますが、説明欄の各統計の調査委員費用の確定による減となります。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　民生費委託金の社会福祉費委託金１万円の増は、新たに見込むもので、ＪＲ川井駅、白丸駅のホーム改築に際し、東京都福祉のまちづくり条例に基づきＪＲ東日本株式会社からの申請受付事務に伴う事務処理特例交付金を見込んだものでございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次に、商工費委託金の158万7,000円の減額につきましては、委託金額の確定に伴うものでございます。

○教育課長（井上　永一君）　次に、教育費委託金でございますが、694万6,000円の減額につきましては、教育総務費委託金は実績及び見込額により減額、社会教育費委託金につきましては、水と緑のふれあい館の管理運営委託金が歳出のうち光熱水費、修繕費の減額、事業費の実績により減額となるため、委託金についても減額となるものでございます。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の財産貸付収入３万円の増は、旧小河内小学校での映画撮影が１回増えた分でございます。

　次の利子及び配当金20万3,000円の減は、確定によるものでございます。

　19ページをご覧ください。不動産売払収入54万5,000円の増は、南岸道路整備に伴い東京都に町有地の一部を売り払ったものでございます。

　次の一般寄付金140万円の増は、一般寄付金の増によるものでございます。

　次の財政調整基金繰入金1,300万円の増は、財源調整によるものでございます。

　次の公共施設整備基金繰入金3,050万円の減、次の教育文化振興基金繰入金240万円の減、次の観光施設等整備基金繰入金5,500万円の減は、財政調整により基金を戻し入れをするものでございます。

　次のページの延滞金25万円の増は、町税の延滞金の増でございます。

　次の町預金利子9,000円の増は、確定によるものでございます。

　次の農作物有害鳥獣対策受託収入332万9,000円の減、次の森林セラピー事業受託収入1,000円の減は、事業費の確定によるものでございます。

　次の弁償金1,000円の減、次の実費徴収金30万3,000円の減は、確定によるものでございます。

　21ページをご覧ください。過年度収入８万4,000円の増、次の市町村振興宝くじ収益配分金119万4,000円の減、次の雑入167万8,000円の増、最後の家具転倒防止事業助成金43万4,000円の減は、それぞれ交付決定並びに確定によるものでございます。

以上で歳入の説明を終わります。

○総務課長（原島　　肇君）　次の22ページから歳出に入りますが、その前に人件費について総括説明をさせていただきます。

　補正予算書の89ページをお開きください。給与費明細書の特別職でございます。下段の比較の欄をご覧ください。

　その他の職員数10名の増は、消防団員の増、報酬の115万円の減は、選挙統計調査員にかかる報酬減が主なものです。

　90ページをお願いします。一般職になります。上から３行目の比較の欄ですが、給与費の給料は３万5,000円の減、職員手当は538万8,000円の増、１つ飛ばしまして共済費は19万6,000円の減、合計で515万7,000円の増となります。

　職員手当の増につきましては、退職手当特別負担金の増額が主なもので、その他手当は、所用見込額を調整したものです。

　以上で給与費明細書の説明を終わります。

22ページにお戻りください。

○議会事務局長（大野　　尚君）　それでは、歳出、議会費となります。

　議会事務局費の12万7,000円の減は、人件費分でございます。

次に、議会運営費の139万7,000円の減は、交際費を７万円増額するほかは不用額を整理するものでございます。

議会費は以上でございます。

○総務課長（原島　　肇君）　23ページをお願いします。総務費です。総務管理費の一般管理費は690万2,000円を増額するもので、所要額の調整と退職手当組合特別負担金の増額となります。

次ページをお願いします。職員研修費は20万円の減、庁舎管理費は162万1,000円の減、広報費は、次ページに続きますが、103万7,000円の減となりますが、いずれも不用額でございます。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の財政管理費６万1,000円の減は、不用額でございます。

　次の財産管理費51万2,000円の減は、不用額と工事費の確定によるものでございます。

　次のページの企画費64万2,000円の増は、不用額と過疎バス補助金の確定によるものでございます。

　次の企画事業費41万9,000円の減は、不用額でございます。

○総務課長（原島　　肇君）　27ページをお願いします。電子計算費の電子計算管理費は278万6,000円を減額するものですが、システムの切り替えを行ったため、ホストコンピュータ及び周辺機器の12月以降の保守委託が不要となったことで、委託料が249万4,000円の不用額となりました。

　電子計算開発費は231万9,000円を減額するものですが、財務会計システムの更新費用を見込んでおりましたが、安価で済んだため210万円が不用となりました。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の地域振興費のうちコミュニティ施設管理費２万円の減、次のコミュニティ施設整備事業費37万3,000円の減は、不用額と工事費確定によるものでございます。

　次のページの地域振興対策事業費174万5,000円の減は、確定による不用額でございます。

　次の基金運用費のうち財政調整基金２万6,000円の減、次の減債基金費１万4,000円の増、29ページをご覧ください。公共施設整備基金費７万2,000円の減は、利子の確定によるものでございます。

○総務課長（原島　　肇君）　車両費の車両管理費は55万5,000円の減で不用額です。

　交通安全対策費は６万1,000円の増で、印刷製本費で新入学児童用のランドセルカバーを平成25年の多摩国体の宣伝を入れたものを独自に印刷するものです。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の交通安全施設等整備事業費261万3,000円の減につきましては、日向人道橋の下部工事の額の確定によるものでございます。

○総務課長（原島　　肇君）　防犯対策費の2,000円の増は、防犯灯の電気料の増額でございます。

○住民課長（浜野　武雄君）　諸費、町税過年度還付金39万円の増は、所得税の二重課税による個人住民税課税分でございます。

　次に税務総務費９万7,000円の減は、職員手当などの減及び地方税電子化協議会の負担金の確定によるものでございます。

　次のページをお開きください。賦課徴収費116万4,000円の減は、需用費は電算共同化による納税等通知書の委託料の減によるものでございます。委託料、これは土地公図電子化業務委託料の増なんですが、契約額の増によるものでございます。使用料及び賃借料33万2,000円の減は、実績によるものでございます。

　次の戸籍住民基本台帳費29万8,000円の減は、職員手当等の調整によるものでございます。

○総務課長（原島　　肇君）　32ページをお願いします。選挙費の選挙管理委員会費は10万円の減、東京都知事選挙費は51万6,000円を減額するものですが、これは、当初４月３日投開票を見込みましたが、４月10日に確定したための期日前投票費用の減額でございます。

　次のページをお願いします。統計調査費の指定統計費、国勢調査費は43万9,000円の減で不用額、工業統計調査費は財源組替でございます。経済センサス調査費は２万7,000円の減で不用額でございます。

○議会事務局長（大野　　尚君）　34ページ上段の監査委員費6,000円の減は、人件費分でございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　民生費になります。

　社会福祉総務費２万円の減は、職員の地域手当の減を始め、それぞれ不用額を整理するものです。

　次の民生委員推薦会費も実績により不用額を整理するものです。

　次の民生・児童委員協力員事業費12万5,000円の減は、35ページをお開きください。旅費、需用費でそれぞれ実績により見込むものです。

　次の行旅死亡人取扱費１万7,000円の減も需用費で、実績による不用額を整理するものです。

　次の保護司活動費８万円の減も、実績による減を見込むものです。

　次の社会福祉協議会補助事業費は財源組替えを行ったものです。

　次の社会福祉基金費の積立金の減は、基金利子の減によるものでございます。

　次の国民健康保険事業費2,209万5,000円の増は主に繰出金2,221万6,000円の増によるもので、国保会計事業勘定繰出金2,050万円の増は保険給付費の増に対応するため、また保険基盤安定繰出金は359万6,000円の増、36ページをご覧ください。出産育児一時金繰出金133万3,000円の減、財政安定化支援繰出金54万7,000円の減は、それぞれ実績により見込むものでございます。

　次の福祉集会所維持管理費は、役務費で浄化槽汲取料の減、次の青年後見制度事業費は、負担金・補助及び交付金で青年後見制度補助金39万6,000円の減を、それぞれ実績により見込むものでございます。

　次の老人福祉費では、老人保健事業費の委託費で8,000円の減を、次の高齢者自立支援住宅改修給付事業費では扶助費で211万3,000円の減を、それぞれ実績により見込むものです。

　37ページをお開きください。老人クラブ運営費補助事業費は、補助金、負担金・補助及び交付金で１クラブ減に伴い28万円の減を、次の福祉電話設置費補助事業費では、扶助費で４万7,000円の減を、次の町単独老人福祉給付事業費は報償費で１万円の減を、次の高齢者福祉地域支援事業費は、扶助費で福祉電話使用料を３万9,000円の減、紙おむつ給付費90万4,000円の減、次の老人保健特別会計繰出事業費は10万5,000円の減を、それぞれ実績により見込むものでございます。

　次の高齢者緊急通報システム事業費及び次の高齢者火災安全システム事業費は、それぞれ財源組替えを行うものです。

次の介護保険特別会計繰出事業費は95万円の減、介護予防ケアマネジメント事業費は賃金で臨時職員賃金30万6,000円の減、老人援護費は51万5,000円の減は、38ページをご覧ください。主に扶助費の老人援護費51万3,000円の減、次の福祉モノレール等整備事業費２万9,000円の減は委託料で不用額の整理を、次の高齢者在宅サービスセンター事業費10万円の減は、役務費と工事請負費で不用額の整理を行ったもので、次の後期高齢者医療制度事業費では、繰出金319万円の減は実績により見込むものです。

次の心身障害者福祉費は、39ページをお開きください。心身障害者福祉費１万円の減は、負担金・補助及び交付金で相談員研修会負担金を実績により減とするものです。

次の重度障害者見学事業費の39万8,000円の減は、需用費で食糧費を、役務費で傷害保険料を、使用料及び賃借料で、それぞれ実績により不用額を整理するものでございます。

次の難病患者等ホームヘルプサービス事業費は、財源組替えを行うものです。

次の在宅心身障害者福祉手当給付事業費292万7,000円の減は、扶助費を実績により不用額として整理するものでございます。

次の町単独在宅心身障害者福祉手当給付事業費45万9,000円の減も、扶助費で実績により不用額として整理するものです。

次の身体障害者酸素購入費助成事業費６万2,000円は、該当者の見込みがないため減額するものです。

次の難病患者等日常生活用具給付事業費は財源を組み替えるものでございます。

次の重度身体障害者（児）住宅設備改善等事業費３万7,000円の減は、実績により不用額の整理をするものでございます。

40ページをご覧ください。障害者自立支援事業費772万9,000円の減は、報償費から役務費までは実績により減をするもので、委託料では障害者福祉総合システム改修委託料420万円の減は、別途計上している障害者福祉総合システム保守委託料で賄えたため減額するもので、障害者就労サポート相談員委託料72万円の減、高次脳機能障害者支援相談員委託料57万6,000円の減は、それぞれ実績により見込むものでございます。

工事請負費では、交流スペース整備工事は、福祉会館１階憩いの間の改修工事費の不用額の減、オストメイト設置工事は、保健福祉センターの設置工事費を10万円増するものでございます。

扶助費149万2,000円の減は、施設訓練等施設支援費1,336万9,000円の減、居宅介護費170万円の減、共同生活援助４万8,000円の減、共同生活介護給付５万7,000円の増、共同生活援助・共同生活介護利用者家賃助成43万2,000円の減、就労継続支援Ｂ型75万9,000円の減と生活介護1,104万2,000円の増、施設入所支援538万6,000円の増、共同生活援助・共同継続介護都加算148万7,000円の減は、それぞれ実績により見込んだものでございます。

次の短期入所から、41ページの事業運営安定化事業の減までは、該当者がいないため不用額の整理を行ったものでございます。

次の障害者地域生活支援事業費64万8,000円の減は、需用費で印刷製本費の不用額の整理を、扶助費で主にタクシー乗車料金等扶助の実績による減を見込んだものです。

次の重度心体障害者等緊急通報システム事業費７万5,000円の減、及び次の身体障害者福祉電話運営費補助事業費３万1,000円の減も、該当者がいないことにより減とするものでございます。

次に、児童福祉費でございます。42ページをご覧ください。

児童福祉総務費９万6,000円の増は、職員関係手当等の所要額の増を見込むものです。

次の児童福祉費33万7,000円の増は、報償費で委員報償の減、償還金・利子及び割引料で子ども手当準備金の額の確定による返還金を見込むものです。

次の、ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業費６万6,000円の減は、実績により減額するものです。

次の、ひとり親家庭医療費助成事業と、その次の子ども医療費助成事業費は、いずれも財源組替えを行うものです。

次の少子化対策事業費47万1,000円の減は、負担金・補助及び交付金で町独自の子ども子育て支援推進事業におけるそれぞれ説明欄の事業について、実績により増減を見込んだものでございます。

次の子ども医療費町単独助成事業費は、扶助費で医療費実績の減により24万9,000円を減額するものです。

43ページをお開きください。子ども手当事務費36万9,000円の増は、委託料でシステム適用作業委託料を見込むものです。

次の児童措置費の保育所措置費4,000万円の減は、委託料で氷川保育園と古里保育園、ともに実績によりそれぞれ1,900万円の減を見込んでおります。

次の児童手当費2,500万8,000円の減は、扶助費で子ども手当の支給実績によるもので、次の児童育成手当費も実績により扶助費を133万9,000円減額と見込むものです。

44ページをご覧ください。次の児童健全育成事業費の放課後児童健全育成事業費５万円の減は、需用費で光熱水費の実績により見込むものです。

次の子ども家庭支援センター事業費488万円の減は、役務費で保険料の不用額21万5,000円の整理を、委託料で相談員２名分の委託料458万7,000円の減、使用料及び賃借料で不用額の整理を行うものです。

ファミリー・サポート・センター事業費181万1,000円の減は、報償費で講師謝礼の減、旅費で委員の費用弁償の減、委託料で実績により171万6,000円の減とするものでございます。

○住民課長（浜野　武雄君）　45ページをお開きください。国民年金総務費、国民年金総務費4,000円の減は、職員手当の減額によるものでございます。

　国民年金費6,000円の減は、専用電話回線使用料の減額見込みによるものでございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　衛生費になります。保健衛生総務費では、職員５名分の手当等を調整させていただいたものです。

　次の休日歯科応急診療事業費は、財源の組み替えを行ったものです。

　次の犬の登録と予防接種事業費１万8,000円の増は、需用費で通知用はがき印刷費の増によるものでございます。

　次に予防費です。46ページをご覧ください。健康づくり推進事業費121万2,000円の減は、報酬で不用額の整理を、報償費で講師謝礼６万円の減、需用費で消耗品５万円の減、使用料及び賃借料で機器使用料等10万6,000円の減、原材料費で２万円の減、負担金・補助及び交付金で保健推進活動事業費補助金97万円減を、それぞれ実績により見込むものでございます。

　次の、へき地専門医療確保事業費11万8,000円の減は、需用費で消耗品費と食糧費を、役務費で傷害保険料を、それぞれ不用額として整理するものでございます。

　47ページをお開きください。感染症予防対策事業費376万3,000円の減は、実績により報酬で医師報酬16万6,000円の減を、需用費で消耗品の増を、委託料で定期予防接種委託料225万3,000円の減を、負担金・補助及び交付金で肺炎球菌ワクチン接種助成金135万円の減を、それぞれ実績により見込むものです。

　次の結核予防対策事業費19万9,000円の増は、委託料で住民検診委託料の増を実績により見込むものです。

　次の健康増進法保健事業費14万1,000円の減は、賃金で健康運動指導士賃金６万円の減、報償費で医師報償５万円の減、原材料費で３万1,000円の不用額を調整するものです。

　次の女性特有のがん検診推進事業費33万5,000円の減は、需用費でクーポン券の印刷費７万5,000円の不用額の整理を、役務費で郵券代１万円の減を、委託料で25万円の減は、子宮頸がん検診と乳がん検診、委託料の受診者実績により見込むものです。

　48ページをご覧ください。次の骨粗しょう症予防対策事業費12万円の増は、委託料で検診委託料を受診者の増加により見込むものです。

　次の遠隔予防医療相談事業費366万円の減は、需用費で消耗品費において自己採血キット等購入費126万円の減、及び委託料の相談事業委託料240万円をそれぞれ見込みましたが、いずれも町と共同して事業を行っている慶応大学の負担となったことにより減額をするものでございます。

　次の食育推進事業費５万9,000円の減は、報償費で料理講習会講師等謝礼を実績により見込むものでございます。

　次の母子保健事業費、妊婦健康診査事業費から、50ページをお開きいただきまして、中ほどのフッ素洗口推進事業費までにつきましては、実績により賃金等の不用額をそれぞれ整理したものでございます。

○住民課長（浜野　武雄君）　環境衛生費、環境衛生総務費62万6,000円を減額し1,554万円とするものです。これは報酬、職員手当等の減額。次のページをお開きください。消耗品の減額、不法投棄看板移設工事、備品購入費の不用額によるものです。

　公害対策事業費4,000円を減額し、41万1,000円とするものです。食料費及び委託料の不用額によるものでございます。

　生活排水対策事業費１万5,000円を減額し、638万8,000円とするものです。消耗品費の減額及び都合併浄化槽普及促進協議会の負担金の確定によるものでございます。

　清掃総務費の15万2,000円を増額し、3,503万円とするものです。クリーンセンター職員の給料、手当等の調整による増額でございます。

　52ページをご覧ください。塵芥処理費でございますが、ごみ処理事業費599万3,000円を減額し、１億1,233万円とするものです。需用費については25万円を増額とするものです。その内訳ですが、消耗品費45万円の増は、主に水処理の薬品類が増えたためです。印刷製本費20万円の減額は、納入通知書等が電算システム変更により不要となったためでございます。

役務費７万3,000円の減額は、不用額などでございます。

委託料は、前委託業務の契約金額の増減により不用額などを整理したため601万2,000円を減額するものです。主なものは、鉄くず・鉄プレス等運搬処理委託料、資源回収運搬業務委託料、次の53ページをお開きください。一般廃棄物処理基本計画等策定業務委託料、焼却処理装置等維持点検整備業務委託料の減額でございます。

使用料及び賃借料は、ふれあいまつりが中止となったための減額でございます。

負担金・補助及び交付金の15万円の減額は、ＰＴＡなどの地区廃品回収の団体や実施回数が減少したためでございます。

　し尿処理費、し尿処理事業費11万5,000円を減額し、6,941万7,000円となります。理由としては、負担金・補助及び交付金のし尿汲取補助ホース設置補助金の減額見込みによるものでございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　農林水産業費の農業委員会費９万7,000円の減額でございますが、人件費のほかは不用額によるものでございます。

　次の農作物有害鳥獣対策事業費の458万8,000円の減額でございますが、シカの緊急捕獲委託料の確定とワサビ田防護ネットのメーター数減少によるものでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　55ページをお開きください。次に、簡易給水施設管理費89万6,000円の減につきましては、委託料の不用額と使用料及び賃借料と公有財産購入費のそれぞれ不用額でございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次の農業振興総務費の82万2,000円の減額、次のページの山村地域農林業振興事業費の219万3,000円の減額につきましては、不用額の整理をお願いするものでございます。

　56ページをお願いします。次の山村振興事業費の30万5,000円の減額でございますが、需用費の燃料費と光熱水費の増額は、今年の冬の寒さにより温室の暖房用燃料やエアコンの使用による電気代、原材料費は施設補修用の材料による増加をお願いするもので、その他は不用額の整理をお願いするものでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の57ページの農地費、農道維持管理費9,000円の減につきましては、不用額を整理するものでございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次の林業振興総務費158万2,000円の減額、林業構造改善事業費11万7,000円の減額、森林保全・活用総務費の６万6,000円の減額につきましては、それぞれ不用額を整理するものでございます。

　次の多摩の森林再生事業費でございますが、事業内の見込額の調整を行うもので、金額の増減はございません。

　59ページをお願いいたします。松くい虫駆除対策事業費の１万円の減額につきましては事業確定により、次のシカ被害対策事業費の1,079万8,000円の減額につきましては、シカ被害跡地復旧造林事業委託料の内容見直しによる経費節減が主な理由となります。

　次の森林セラピー事業費の536万2,000円の減額でございますが、賃金につきましては年度途中で契約職員が退職したことにより、委託料は商品開発委託料の減により、負担金・補助及び交付金は旅行業登録にかかる資産金分を減額するのが主な理由となります。また、報償費の中の会計処理指導謝礼、役務費及び備品購入費の増額につきましては、４月からの財団移行後の運営がスムーズにできるよう準備にかかるもので、工事請負費は登計トレイル内の水道凍結防止工事による増額をそれぞれお願いするものでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の林道治山費につきましては、61ページをお願いします。林道維持費62万7,000円の増につきましては、除雪車両の借上料の増を見込んだものでございます。

次の都補助林道開設事業費95万円の減につきましては、事業費の額の確定によるものでございます。

次の都補助林道改良（舗装）事業費119万7,000円の減につきましては、君平線及び熊沢線のそれぞれ事業費の額の確定によるものでございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次の水産業総務費の１万5,000円の増額につきましては、人件費分でございます。

　次の町単独内水面漁業振興対策事業費の300万円の減額につきましては、平石養魚池の病気対策として滅菌機設置を検討しましたが、電気代等の維持管理費が高額となるため、今年度での設置を見送る必要があるため減額するものでございます。

○議長（鈴木　賢一君）　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　ご異議なしと認めます。よって、午前11時10分から再開とします。

午前10時54分　休憩

午前11時10分　再開

○議長（鈴木　賢一君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　それでは、議案第10号の62ページ、歳出の商工費から説明をお願いします。観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　商工費の消費者行政事業費の３万円の減額、商工振興費の25万円の減額、小口事業資金融資事業費の175万1,000円の減額につきましては、それぞれ不用額の整理をお願いするものでございます。

　63ページをお願いいたします。観光総務費の42万6,000円の減額につきましては、人件費のほかは事業確定や終了などによる不用額でございます。

　次のページの山のふるさと村管理運営事業特別会計繰出事業費の76万2,000円の減額につきましては、都委託金の確定による繰出金の確定により、次の観光施設等整備基金費の11万4,000円の減額につきましては利子の確定により、次の出生記念樹木配布事業費の１万5,000円の減額と花の里づくり事業費の154万2,000円の減額、その次の日照確保対策事業費の120万円の減額につきましては、それぞれ不用額の整理をお願いするものでございます。

　65ページをお願いいたします。観光施設維持管理費の227万9,000円の減額でございますが、需用費のうちの光熱水費の減額につきましては、水道の都営移管に伴う公共施設の減免制度に観光用トイレが該当するため、修繕費の113万9,000円の増額につきましては、氷川渓谷の看板と川井・氷川の両キャンプ場の合併浄化槽を修理するため、委託料のうちの白丸ダム清掃委託料の減額につきましては、都委託料の確定に伴う町からの契約金額の確定が主な理由でございます。

　次の観光施設整備事業費の618万5,000円の減額でございますが、委託料と工事請負費のそれぞれの金額確定に伴う理由が主なものでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に、款08土木費です。

　土木総務費８万8,000円の減につきましては、職員手当の超過勤務手当の減と事業費で消耗品の増が主なものでございます。

67ページをお願いします。奥多摩周遊道路管理費20万8,000円の減は、東京都との契約額の確定による減でございます。

次の登記事務費及び道路台帳整備事業費の減につきましては、不用額を調整するものでございます。

次の国土法土地取引事務経費につきましては財源組替で、次の地籍調査事業費１万5,000円の増につきましては、会費の増でございます。

次の土木費の道路維持費144万8,000円の増につきましては、除雪車の賃借料の増と、きめ細かな交付金事業6,000万円の増につきましては、13ページの収入でご説明しましたことで、昨年の11月に落石事故がありまして、それ以後からも何回も事故がありました町道境栃寄線の落石防護網の設置工事を計画しております。

次に都補助道路新設改良事業費の1,091万5,000円の減につきましては、川井松葉穴沢線の用地買収を翌年度に見送った関係のほか、物件補償費の額の確定によるものでございます。

次の町単独道路新設改良事業費13万1,000円につきましては、不用額の調整でございます。

次の道路橋梁費及び道路橋梁新設改良事業費につきましては、それぞれ不用額の調整でございます。

69ページをお願いします。住宅管理費でございます。15万5,000円の減につきましては、町営住宅の街灯の電気料の減を見込むものでございます。

次の住宅建設事業費の60万円の減につきましては、空家活用業務委託料の減を見込むものでございます。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の下水道事業特別会計繰出事業費5,055万7,000円の増は、下水道特別会計への繰出金の増によるものでございます。

○総務課長（原島　　肇君）　款９消防費になります。

　70ページ、非常備消防総務費は41万5,000円の減、消防団費は73万3,000円の減、次ページをお願いいたします。消防施設費の消防施設維持管理費は１万円の減、国庫補助消防施設整備事業費は51万7,000円の減、町単独消防施設整備事業費は58万円の減となりますが、いずれも不用額の整理となります。

防災費の防災費は226万5,000円の減となりますが、地域防災計画修正委託料の確定により減額となるものでございます。

以上で消防費の説明を終わります。

○教育課長（井上　永一君）　72ページをお願いいたします。次に教育費でございます。

まず、項の１教育総務費でございます。事務局費は、総額で７万４,000円の減額でございます。内訳ですが、事務局費の７万6,000円の減額につきましては、人件費及び不用額でございます。教育文化振興基金費の2,000円の追加は、実績によるものでございます。

次に、教育指導費は総額で425万8,000円の追加となります。内訳ですが、73ページをお願いいたします。教育指導費の553万円の減額につきましては、賃金の児童・生徒介助員賃金、特別支援補助員賃金は、非常勤教員等の活用により減額となり、報償費から役務費の減額につきましては実績によるもの、委託料の減額はコンピュータ保守点検委託料につきまして、学校ＩＣＴ環境整備事業関係予算でパソコンを購入したことにより、１年間の保守委託料が不用となったことにより減額するもの、その他の委託料、次の使用料及び賃借料は実績により減額、次のページの備品購入費につきましては不用額でございます。

次の教員研修事業費の14万8,000円、その次の私立幼稚園等保護者負担軽減事業費の６万4,000円の減額につきましては、実績によるものでございます。

住民生活に光をそそぐ交付金事業費は、新設でございますが、これは歳入でご説明いたしました住民生活に光をそそぐ交付金を受け、町立小中学校４校の学校図書館蔵書検索システム、図書購入費として1,000万円を計上しております。この検索システムにつきましては、貸し出し管理の負担軽減を図るとともに、町内の４校間で各校の蔵書を検索でき、相互利用が図れ、将来的には町立図書館とオンラインで結び連携を図れるシステムの導入をしたいと考えております。

項の２小学校費でございます。総額では49万7,000円の減額となります。

内訳ですが、古里小学校管理費の51万8,000円の減額につきましては、需用費のうち燃料費が灯油等の単価改正により７万円の増額、その他は実績により減額でございます。

75ページをお願いいたします。氷川小学校管理費２万1,000円の追加につきましても、需用費が燃料費の単価改正により増額をさせていただいておりますが、その他は実績による減額でございます。

次に、教育振興費は48万9,000円の減額となります。内訳でございますが、小学校教育振興費の28万8,000円の減額につきましては、委託料で社会科副読本改訂データ作成委託料を計上させていただいたほかは、実績による減額及び不用額でございます。

次の76ページをお願いいたします。準要保護等児童就学援助事業費から氷川小学校教育振興事業費までは、実績による減額及び不用額の整理でございます。

次に、小学校建設事業費の100万円の追加ですが、来年度から施工いたします小学校の教室等木質化事業につきまして、事業の年次計画により平成23年度の施工部分について、当初予定していた廊下部分に加え、昇降口、階段部分等も合わせて実施したいため、その調査及び設計の業務委託料を追加するものでございます。

項の３中学校費です。学校管理費は44万1,000円の減額となります。内訳でございますが、77ページをお願いいたします。中学校管理費の5,000円の減額につきましては、不用額でございます。

次の古里中学校管理費の15万6,000円の減額、氷川中学校管理費の28万円の減額につきましては、需用費のうち燃料費を単価改正により増額させていただいておりますが、その他は実績により減額させていただくものでございます。

次に教育振興費ですが、119万6,000円の減額となります。内訳でございますが、78ページの中学校教育振興費の73万8,000円の減額、準要保護等生徒就学援助事業費の３万5,000円の減額、準要保護生徒給食費補助事業費の６万1,000円の減額、古里中学校教育振興事業費の９万3,000円の減額、次の79ページの氷川中学校教育振興事業費の26万9,000円の減額は、それぞれ実績による減額及び不用額でございます。

次の中学校建設費につきましては、財源組替えでございます。

次に、項の４給食費、給食管理費でございますが、370万5,000円の減額につきましては、それぞれ実績による減額または不用額でございますが、需用費の燃料費、光熱水費につきまして、今年度から新しい給食センターで稼動を始めておりますが、年度途中でございますが、以前の給食センターの光熱水費等と比較して130万円程度使用料が減額となる見込みでございます。

81ページをお願いいたします。項の５社会教育費でございますが、245万7,000円の減額となります。内訳でございますが、まず、社会教育総務費の68万9,000円の減額につきましては、人件費及び不用額でございます。

次のページをお願いいたします。教育文化振興事業費の51万円の減額につきましては、事業実績による減額でございます。

次の文化会館管理費の125万8,000円の減額ですが、需用費のうち燃料費が単価改定により、修繕費が文化会館内の修繕により増額となっておりますが、そのほかは実績による減額及び不用額でございます。

83ページをお願いします。青少年対策事業費の12万6,000円の減額につきましては、不用額でございます。

次の文化財保護事業費の78万8,000円の追加につきましては、負担金・補助及び交付金で、指定文化財等整備事業補助金が施設等整備事業費の増額により、文化財保存事業費補助金交付要綱の規定による町からの補助金が増額となったことによるものでございます。

次の水と緑のふれあい館運営事業費の567万5,000円の減額ですが、84ページの備品購入費が管理用備品の購入により増額となるほかは、需要費が印刷製本費、光熱水費及び修繕費の減額、役務費、委託料、使用料及び賃借料、次のページの負担金・補助及び交付金、公課費が事業実績により減額となるものでございます。

次の図書館費の１万4,000円の追加でございますが、氷川図書館のコピー機賃借料の増額によるものでございます。

次の美術館事業費でございますが、50万円の減額となりますが、需用費のうち燃料費が単価改定により増額となっておりますが、そのほかは不用額でございます。

森林館事業費の120万4,000円の減額ですが、次のページにありますように実績により減額及び不用額でございます。

次に、項の６保健体育費でございます。保健体育総務費は305万9,000円の減額となりますが、委託料の国体自転車競技コース設計委託料ですが、八王子市をスタート、奥多摩町がゴールで合意をしていたため、設計業務を委託することで共同開催をする４市町村で決定し、補正予算で計上させていただきましたが、その後、大会を主催する自転車連盟内部の協議の中で、コース変更の話題が出た関係でコースについての最終決定がずれ込み、４市町村で協議をし、平成22年度での委託を取りやめ、平成23年度で委託をすることとなりました。そのため、平成22年度で計上しておりましたコース設計委託料の280万円につきましては減額とし、平成23年度予算へ組み直しをさせていただきたく予算計上をさせていただきました。

コースにつきましては、当初の予定通り八王子市をスタートし、あきる野市、檜原村を経由し、町のふれあい館前をゴールとすることで決定をしております。

次に、体育施設費でございますが、29万1,000円の減額となります。内訳でございますが、次のページをお願いいたします。学校開放事業費の14万1,000円の減額につきましては、不用額でございます。

社会体育施設維持管理費の９万円につきましては、光熱水費で電気料が使用料の増加により増額となったことによるもの、総合運動場維持管理費の24万円の減額につきましては、実績による減額及び不用額でございます。

教育費につきましては、以上でございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に、款11災害復旧費につきましては、事業がなかったため、88ページにわたりましてすべて不用額でございます。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の土地開発基金費4,000円の減は、利子の確定によるものでございます。

　次の予備費40万3,000円の増は、財源調整によるものでございます。

　以上で、一般会計補正予算の説明を終わります。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で議案第10号の説明は終わりました。

　次に、議案第11号及び議案第12号についての説明を求めます。観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、議案第11号　平成22年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計補正予算（第２号）につきましてご説明いたします。

　今回の補正につきましては、使用料の減額と事業の終了に伴う助成金額の確定による最終的な事業執行の見直しを勘案して補正をお願いするものでございます。

　５ページをお開き願います。歳入でございますが、森の家使用料を107万円減額して387万円に、みどり体験交流事業受託収入を30万5,000円減額して278万4,000円とするものでございます。

　森の家使用料の減額の理由でございますが、主催イベント申込者の体調不調による直前でのキャンセル増加、特に12月以降のインフルエンザ流行によるものと、団体利用数の減少によるものが主な原因でございます。

　諸収入の減額理由でございますが、みどり体験交流事業の事業額確定に伴う助成金の減額によるものでございます。

　次のページをお願いいたします。歳出でございます。

　一般管理費の269万3,000円の減額につきましては、職員１名の退職に伴う人件費分と、賃金の支払い見込みによる減額によるものでございます。

　次の事業費の162万3,000円の増額につきましては、今後の事業執行見込み必要額を調整するものでございます。

７ページをお願いいたします。役務費につきましては玄関マット代を、委託料につきましては、職員の退職に絡みまして体験教室の指導委託料や送迎バスの運転業務委託料、臨時業務委託料を、使用料及び賃借料につきましては、平成21年度に研修室でもインターネットが使用できるよう改修したことにより基本料金がアップしたことによりそれぞれ増額するものでございます。

次のみどり交流体験事業につきましては、事業の確定により30万5,000円を減額するものでございます。

次のページをお願いいたします。給与費明細書でございますが、３行目の比較欄のとおり、給与費の計として152万円を減額するもので、内訳につきましては下段のとおりでございます。１つ飛びまして共済費も１万3,000円減額し、合計で153万3,000円の減額となります。

続きまして、議案第12号　平成22年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計補正予算（第３号）につきましてご説明いたします。

　今回の補正につきましては、歳入の減額に伴う最終的な事業執行の見通しを勘案して補正をお願いするものでございます。

　５ページをお願いいたします。歳入でございますが、野営場使用料の40万円の減額につきましては、冬期期間のケビン利用者が寒さ等の影響により見込みを下回ったため、次の一般会計繰入金の76万2,000円の減額につきましては、平成21年度でクラフトセンター内に設置する予定であったエレベーターの設置が見送られたことにより、東京都の委託金からエレベーターの保守管理費分が減額となったため、次の雑入の59万3,000円の増額につきましては、キャンプ場売店収入が見込みより上回ったため増額するものでございます。

　次のページをお願いいたします。歳出でございますが、一般管理費の31万9,000円の減額につきましては、人件費分の調整に伴うものでございます。

　次の利用管理費の25万1,000円の減額につきましては、今後の事業執行見込額を増減調整するためでございます。

　8ページをお願いいたします。給与費明細書でございますが、比較欄のとおり、給与費の計として31万9,000円を減額するもので、内訳につきましては、下段のとおりでございます。

以上で、議案第11号及び議案第12号の説明を終わらせていただきます。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で議案第11号及び議案第12号の説明は終わりました。

　次に、議案第13号から議案第16号までについての説明を求めます。福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　初めに、議案第13号　平成22年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）についてご説明いたします。

　５ページをお開きください。歳入でございます。

　国民健康保険税は640万5,000円を減額し、9,269万9,000円とするもので、主なものは、医療給付費現年課税分が加入者の所得状況などにより432万5,000円の減、後期高齢者支援金現年課税分が189万5,000円の減、介護納付金現年課税分35万4,000円の減と見込むものです。

　次の退職被保険者等国民健康保険税は230万7,000円を減額し827万7,000円とするもので、医療給付費現年課税分180万1,000円の減、後期高齢者支援金分現年課税分3,000円の増、介護給付費現年課税分50万9,000円の減をそれぞれ見込むものです。

　次に、国庫負担金の療養給付費等負担金は2,503万5,000円を増額し１億7,967万1,000円とするもので、現年度分では、一般被保険者療養給付費等負担金が1,779万3,000円の増、後期高齢者支援金負担金270万7,000円の減が主なものでございます。

　６ページをご覧ください。過年度分では、一般被保険者療養給付費負担金が実績により986万5,000円の増を見込んでおります。

　次の高額療養費共同事業負担金６万6,000円の増は、実績によるものです。

　次の特定健康診査等負担金70万7,000円の減は、特定健診及び特定保健指導の国負担分を実績により見込むものです。

　国庫補助金の調整交付金は469万3,000円減額で、普通調整交付金が923万4,000円の減、特別調整交付金が454万1,000円の増と、それぞれ実績により見込むものです。

　高齢者医療制度円滑運営事業費補助金３万2,000円は、実績により見込むものです。

　前期高齢者交付金は1,257万3,000円を増額するもので、社会保険診療支払基金の決定通知により増を見込むものです。

　次の都支出金の都補助金は805万1,000円を減額するもので、一般被保険者療養給付費の実績によるものです。

　７ページをお開きください。財政調整交付金の594万8,000円の減額は、普通調整交付金が実績により減と見込むものです。

　次の都負担金の高額医療費共同事業負担金は６万6,000円の増、その次の特定健康診査等負担金は70万7,000円の減は、いずれも実績によるものです。

　次の共同事業交付金の高額医療費共同事業交付金816万2,000円の増及び次の保険財政共同安定化事業交付金の76万円の増は、いずれも国保連の通知によるものです。

　繰入金の一般会計繰入金は2,221万6,000円を増額し１億3,811万4,000円とするもので、保険基盤安定繰入金の保険税軽減分が額の確定により341万8,000円の増、同じく保険者支援分が17万8,000円の増、出産育児一時金繰入金が実績により133万3,000円の減と見込むものです。

８ページをご覧ください。財政安定化支援事業繰入金が54万7,000円の減、その他一般会計繰入金2,050万円の増は、保険給付費の伸びに伴い増を見込むものでございます。

　９ページをお開きください。歳出になります。

　総務費の一般管理費は職員普通旅費２万円の増、次の連合会負担金はレセプト電子化に伴うシステム機器変更に伴う負担金29万6,000円を新たに見込むものでございます。

　保険給付費の一般被保険者療養給付費は4,010万円の増、次の退職被保険者等療養給付費は200万円の増を、それぞれ実績により見込むものでございます。

10ページをご覧ください。高額療養費は、一般被保険者高額療養費を実績により300万円の増、次の一般被保険者高額介護合算療養費及び次の退職被保険者等高額介護合算療養費は、実績によりそれぞれ30万円を減額するものです。

次の退職被保険者等移送費４万8,000円の減は、実績によるものでございます。

11ページをお開きください。次の出産育児諸費の出産育児一時金は、実績により３人分の減を見込むものです。

支払手数料1,000円の減は、実績によるものでございます。

次の葬祭費10万円の増も、実績により対象者２名分の増を見込むものでございます。

次の後期高齢者支援金15万円の増は、12ページで社会保険診療報酬支払基金の通知によるものでございます。

次の前期高齢者納付金１万4,000円の減及び次の老人保健医療費拠出金1,000円の減、次の介護納付金12万2,000円の減は、いずれも通知により見込むものでございます。

13ページをお開きください。共同事業拠出金は、高額医療費共同事業拠出金を44万9,000円の増、次の保険財政共同安定化事業拠出金330万円の減は、それぞれ国保連からの額の確定通知により見込むものでございます。

次の保健事業費の特定健康診査等事業費133万9,000円の減は、委託料で健診実績見込みによるものでございます。

次の保健衛生普及費40万円の減は、14ページをご覧ください。需用費で消耗品費10万円の減を、使用料及び賃借料で機器使用料10万円の減を、備品購入費で健康相談用備品購入費20万円の減をそれぞれ見込むものです。

次の諸支出金では償還金113万2,000円の増は、国都支出金及び療養給付費の額の確定に伴う国都返還金を見込んでおります。

次の病院事業会計繰出金は７万円の減、病院事業施設整備費の見込みの額の減によるものでございます。

次に、議案第14号　平成22年度奥多摩町老人保健特別会計補正予算（第２号）についてご説明をいたします。

５ページをお開きください。歳入でございます。

支払基金交付金の医療費交付金10万5,000円の減は、実績に伴う老人保健診療報酬支払基金からの通知によるものです。

次の一般会計繰入金10万5,000円の減も、同様に実績によるものです。

６ページをご覧ください。歳出でございます。

医療給付費の20万円の減及び次の医療費支給費１万円の減は、いずれも実績により見込むものでございます。

次の審査支払手数料及びその次の一般会計繰出金は、いずれも実績によるもので財源組替えを行うものでございます。

なお、本会計は制度の廃止に伴いまして平成22年度で廃止をするものでございます。

次に、議案第15号平成22年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）についてご説明をいたします。

５ページをお開きください。歳入でございます。

後期高齢者医療保険料は、404万7,000円減額し5,726万2,000円と見込むもので、現年度分特別徴収保険料を実績見込みにより28万7,000円増額し、現年度分普通徴収保険料を433万4,000円減額と見込むものです。

一般会計繰入金は、319万円減額し１億1,670万9,000円と見込むもので、療養給付費繰入金を80万4,000円の増、保険基盤安定繰入金は広域連合の積算によりまして263万2,000円の減、事務費繰入金４万8,000円の増は、広域連合事務費繰入金15万9,000円の減、一般管理費等事務費繰入金20万7,000円の増によるものでございます。

保険料軽減措置繰入金は100万3,000円の減と見込むものでございます。

健康診査費繰入金は139万円の増を、次の葬祭費繰入金は179万7,000円の減を、それぞれ実績により見込むものです。

次の諸収入では、健康診査費受託事業収入26万9,000円は実績によるものです。

次の葬祭費支給事業費受託事業費95万円の減も実績により減としたものです。

６ページをご覧ください。雑入の7,000円の増額は、年金機構返納に伴う保険料返還金の増によるものでございます。

７ページをお開きください。歳出になります。

総務管理費の一般管理費は８万5,000円を減額するもので、需用費では消耗品費10万4,000円の減、印刷製本費10万5,000円の増、役務費で郵券代10万円の減、委託料では後期高齢者医療窓口端末保守点検委託料１万4,000円の増とするものです。

次の徴収費の１万5,000円の減は、需用費で不用額を整理するものです。

次の広域連合納付金の広域連合分賦金は、937万4,000円減額し１億6,729万1,000円とするもので、説明欄の各負担金の実績見込みによるものでございます。

８ページをご覧ください。保健事業費の健康診査費102万5,000円の増は75歳以上の方の健康診査費で、需要費と役務費は不用額の整理を、委託料は受診者数の実績により111万2,000円の増としたものでございます。

続きまして、議案第16号　平成22年度奥多摩町介護保険特別会計補正予算（第３号）についてご説明をいたします。

５ページをお開きください。歳入でございます。

介護保険料の第１号被保険者保険料は315万8,000円を増額するもので、これは現年度分特別徴収で337万8,000円の増、現年度分普通徴収で22万円の減を、それぞれ実績により見込むものです。

次の分担金及び負担金の認定審査会負担金１万5,000円の増は実績でございます。

次の国庫支出金の介護給付費負担金287万8,000円の増は、主に居宅、施設介護サービス等費の実績によるものです。

次の国庫補助金では、調整交付金83万4,000円の減は国の交付決定によるもので、次の地域支援事業交付金（介護予防）75万2,000円の減は、特定高齢者配食サービス事業費等の減によるもの、次の地域支援事業交付金（包括的支援・任意）では、172万2,000円の増は介護予防ケアマネジメント事業費等への充当の増によるもので、いずれも実績で見込んでございます。

次の支払基金交付金では、介護給付費交付金247万3,000円の増、次の地域支援事業支援交付金90万2,000円の減は、いずれも実績見込みによるものです。

6ページをご覧ください。次の都支出金の介護給付費負担金367万8,000円の増は、実績見込みに対する都の交付決定によるものです。

次の都補助金は地域支援事業交付金（介護予防）37万6,000円の減、及び次の地域支援事業交付金（包括的支援・任意事業交付金）86万円の増は、いずれも実績により見込むものです。

財産収入の利子及び交付金１万2,000円の増は、介護保険準備基金の利子を見込むものでございます。

繰入金の一般会計繰入金のうち介護給付費繰入金は280万5,000円の増、地域支援事業繰入金（介護予防）は37万6,000円の減、地域支援事業繰入金（包括的支援・任意）は86万円の増、その他一般会計繰入金は４万4,000円の減、７ページをお開きください。その他包括的支援・任意事業繰入金419万5,000円の減は、それぞれ実績によるものでございます。

繰入金の介護従事者処遇改善臨時特例基金繰入金50万1,000円は、給付費の増に対し同基金から繰り入れを行うものでございます。

諸収入の雑入の１万9,000円の増は、年金機構返納に伴う保険料返還金の増を見込んだものでございます。

使用料及び手数料では、使用料70万2,000円の減は、説明欄の介護予防事業、各事業の利用者実績の減によるものでございます。

８ページをご覧ください。歳出になります。

総務費の一般管理費１万7,000円の増は、職員手当等旅費で所要額の整理を、役務費で通信回線使用料の減を、委託料でシステム保守点検委託料の減をそれぞれ見込むものです。

次の徴収費の賦課徴収費は不用額の整理を行うものです。

次の介護認定審査会費１万6,000円の減は報酬で、委員報酬２万4,000円の減を、９ページをご覧ください。旅費で委員旅費8,000円の増を、それぞれ実績により見込むものです。

認定調査等費11万5,000円の増は、委託料で介護認定調査委託料を実績により見込むものです。

次の運営協議会費12万3,000円の減は、報酬で委員報酬11万8,000円の減を、旅費で委員費用弁償5,000円の減を、それぞれ実績により見込みます。

趣旨普及費50万1,000円の増は、需用費で周知のためのパンフレット印刷費の増を見込むものでございます。

次の保険給付費の高額介護サービス等費2,042万8,000円の増は、10ページをご覧ください。居宅・施設介護サービス等給付費で、説明欄の居宅介護給付サービス給付費50万円の増、地域密着型介護サービス給付費550万円の増、施設介護サービス給付費1,432万8,000円の増、居宅介護福祉用具購入費10万円の減、居宅介護サービス計画給付費20万円の増を、それぞれ実績により見込むものです。

次の介護予防サービス等諸費723万円の減は、介護予防サービス給付費が450万円の減、地域密着型介護予防サービス給付費が248万円の減、介護予防サービス計画給付費が25万円の減と、それぞれ実績により見込むものです。

次の審査支払手数料６万円の減も実績によるものです。

11ページをお開きください。次の高額介護サービス等費150万円の増、次の高額医療合算介護サービス等費100万円の増は、いずれも実績によるものです。

次の町特別給付費の56万2,000円の増は、配食サービス希望者の増に伴い増額するものです。

12ページをご覧ください。特定入所者介護サービス等費220万円の減は実績によるものです。

次の地域支援事業費では、介護予防事業費の介護予防特定高齢者施策事業費227万5,000円の減は、賃金で歯科衛生士等賃金21万円の減を、役務費で介護予防基本チェックリストの発送及び回収郵券代27万円の増を、委託料の特定高齢者配食サービス事業委託料が利用者の減により95万円の減、生活機能評価等委託料は138万5,000円の減を、それぞれ実績により見込むものです。

次の介護予防一般高齢者施策事業費148万2,000円の減は、賃金で地域巡回型デイサービス事業の歯科衛生士等賃金が52万円の減。13ページをお開きください。需用費では、消耗品費で２万円の減を、委託料で筋力向上トレーニング事業委託料は利用者数の減により60万円の減、運動機能向上トレーニング事業委託料は利用者数がなく４万4,000円の減、送迎対応型デイサービス事業委託料は利用者数の増により22万円の増、食事療養サービス事業委託料は51万8,000円の減を、それぞれ実績により見込むものです。

包括的支援・任意事業費では、介護予防ケアマネジメント事業費、次の総合相談事業費は、いずれも実績により負担割合で財源組替えを行ったものです。

14ページをご覧ください。包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費２万3,000円の減は、報償費でケアプラン研修講師報償２万円の減、需用費で食糧費3,000円の減を、実績により見込むものでございます。

次の任意事業費は７万5,000円を増額するもので、委託料の家族介護教室開催委託料10万円の減は、講師を奥多摩病院医師が行ったことによる減、一般高齢者配食サービス事業委託料17万5,000円の増は、それぞれ実績によるものでございます。

次の基金積立金の介護給付費準備基金積立金１万2,000円の増は、同基金利子を見込んだものでございます。

15、16ページは給与費明細書となっております。特別職及び一般職給与、手当等のそれぞれ調整をさせていただいたものでございます。

以上で、議案第13号から議案第16号までの説明を終わります。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で、議案第13号から議案第16号までの説明は終わりました。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　ご異議なしと認めます。よって、午後１時から再開とします。

午前11時54分　休憩

午後 １時00分　再開

○議長（鈴木　賢一君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　次に、議案第17号についての説明を求めます。地域整備課長。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　議案第17号　平成22年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算（第３号）についてご説明を申し上げます。

　６ページをお開きください。歳入になります。

款01の分担金及び負担金６万5,000円の減につきましては、丹波山村負担金を見込むものでございます。

次の使用料及び手数料292万4,000円の増につきましては、奥多摩処理区下水道使用料の増が主なものでございます。

次の国庫支出金6,187万6,000円の減につきましては、奥多摩処理区及び浄化槽整備費の補助額の額の確定によるものでございます。

次の都支出金、次の７ページの459万8,000円の減は、国庫と同じく額の確定によるものでございます。

次の款05一般会計からの繰入金5,055万7,000円の増を計上しております。奥多摩処理区下水道整備事業費の額の確定によるものと、浄化槽市町村整備推進事業繰入金のそれぞれの額の確定によるものでございます。

次の諸収入です。消費税還付金の額の確定により５万5,000円を追加するものでございます。

次の下水道債１億4,000万円の減につきましては、工事費の減、建設負担金の減によりまして、起債を抑制するため一般会計からの繰入金を増額したためでございます。

８ページをお願いいたします。一般管理費84万1,000円の減につきましては、負担金・補助及び交付金が主なもので、それぞれ不用額を調整するものでございます。

次に維持管理費690万3,000円の減につきましては、小河内処理区及び奥多摩処理区流域下水道維持管理費でございまして、９ページにかけましてそれぞれ委託料の減を見込むものが主なものでございます。

10ページをお願いいたします。次の事業費、下水道事業費１億1,724万2,000円の減につきましては、小河内処理区で１万7,000円の不用額と、奥多摩処理区で１億1,722万5,000円の減で、11ページの13の委託料、それから15の工事請負費及び19の負担金・補助及び交付金のそれぞれ額の確定による減が主なものでございます。

次に、款02事業費の浄化槽市町村整備事業費2,815万8,000円の減につきましては、合併浄化槽の設置数の減少によるものが主なものでございます。

次の13ページにつきましては、給料の明細書でございまして、報償費になります。８万5,000円の減ということになります。

次の14ページにつきましては、町債に関する調書ですが、当該年度末における現在高見込額は31億2,258万1,000円を見込んでおります。

以上で議案第17号の説明を終わります。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で議案第17号の説明は終わりました。

　次に、議案第18号についての説明を求めます。病院事務長。

○病院事務長（川村　文雄君）　議案第18号　平成22年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計補正予算（第２号）の内容についてご説明申し上げます。

　今回の補正につきましては、収益的収支でそれぞれ９万3,000円の減額をお願いするものでございます。

　１ページをお開きください。収益的収入及び支出の実施計画書でございます。

　収入でございますが、９万3,000円減額し４億9,614万5,000円とするものです。内訳につきましては、過年度損益修正益の入院収益で４万6,000円、外来収益で４万7,000円、それぞれ見込額が減額になるものです。

　２ページをお願いいたします。支出でございますが、９万3,000円減額し４億9,614万5,000円とするものです。内訳につきましては、医業費用で２万1,000円を追加し４億8,114万3,000円とするものです。内訳ですが、材料費の診療材料費で165万3,000円、給食材料費60万円を、それぞれ入院者数の増加により支出見込額増により増額するものでございます。

　次に、経費では、177万4,000円減額するものです。内訳ですが、報償費につきましては、支出見込みがありませんので減額するものです。次の燃料費、印刷製本費につきましては、支出見込額増により増額するものです。次の賃借料、委託料、諸会費、雑費につきましては、支出見込額減により減額をするものでございます。

　次の資産減耗費の棚卸資産減耗費は、支出見込額による減額です。

　固定資産除却費は、支出見込額がありませんので、減額するものです。

　３ページをお願いいたします。研究研修費の図書費につきましては、支出見込額増による増額です。

　旅費、研究雑費につきましては、支出見込額減による減額です。

　次の医業外費用では、１万2,000円を減額し670万8,000円とするものですが、一時借入金利息、次の不用品売却原価、その他雑損失に支出見込みがありませんので、それぞれ減額するものでございます。

　次の特別損失につきましては、過年度損益修正損の入院損失、外来損失ともに支出見込額減による減額でございます。

　４ページをお願いいたします。資本的収入及び支出になりますが、収入では、14万円減額の1,399万円となります。内訳ですが、国庫補助金、都補助金ともに医療機器を購入したことによる額の確定によるものでございます。

　次に支出ですが、236万円減額の3,711万9,000円になります。内訳ですが、建設改良工事費、備品購入費、医療機器購入費、それぞれが支出見込額減による減額です。

　５ページをお願いいたします。資金計画でございますが、表の中央、当年度予定額では受入資金が５億3,616万1,000円で、支払資金が５億1,265万7,000円で、差し引き2,350万4,000円となる予定でございます。

次の６ページから8ページにつきましては、予定貸借対照表でございますが、説明は省略させていただきますのでよろしくお願いいたします。

　以上で、議案第18号の説明を終わります。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で議案第18号の説明は終わりました。

以上で、全議案の説明は終わりました。

　これより質疑に入ります。議案第10号については歳入歳出それぞれを一括して質疑を行い、議案第11号から議案第18号までについては歳入歳出含めて一括して行います。

初めに、議案第10号の歳入の質疑を行います。質疑があればお願いします。14番島崎利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　それでは、税収の問題で若干質疑をしたいと思うんですが。

町税がこの時点では1,800万円の減収になりました。まだ、これは最終ではありませんが、この時点でどのような分析をしているのかどうか。例えば、今、町の中では非課税世帯が非常に多くなってきていると思うんですね。これからも高齢化を含めてこういう状況がどんどん上っていくと。だから税金上げろということではないんですが、上げることもできませんが。そういう点で、この階層というか、細かいことはいいんですが、やはりこの不況というようなこともあったり、それから雇用が十分ではないというような問題もあったり。そういう意味で、住民生活にも大きな支障というか、影響が出ているというふうにも、私自身から見ると考えられます。そういう意味で、その辺のこういう大幅な減額がされたということに対しての見解をお願いしたいということであります。

　それから、次には５ページにあります、既に説明はありましたが、きめ細かな交付金事業6,000万円、住民生活に光をそそぐ交付金事業費1,000万円と。これはソフト的な事業もハード的な事業もできるという方針が出ているようですが、この点で、いま少し具体的に報告していただきたい。

　ということは、土木費の中で道路橋梁費が6,000万円という単純にここに出て、歳出の方にも出てきますけれども、この辺が境栃寄線というようなのがされていますが、これだけで6,000万円かかるわけじゃないと思いますし、これが全部ハードの事業なのか。これだけ見れば、すべてがハードということに見られるんですが、この辺の区別がどのような事業になるのか。

　それから、教育の方の関係で、これも説明もありましたが、図書館へのというふうなことでありますが、いま少しわかりやすく、具体的に1,000万円の使い道がどのようになっているのかということでご報告願いたい。

　今の時点では２点です。

○議長（鈴木　賢一君）　住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　島崎委員のご質問にお答えします。

　今、税収が減っている中でどういう分析をしているかということなんですが、人口の減少に伴いまして納税義務者が減っているということが一番大きな要因と思っております。これは、当初なんですが、平成21年度と平成22年度を比較しますと、納税義務者が97名減っております。平成21年度が2,575人の方、平成22年度当初で2,478人となっております。

　それからあと１つ、１人当たりの総所得金額が減っております。平成21年度が290万4,000円、平成22年度が280万3,000円、10万1,000円減っているということが一番大きな要因でございます。

　あと非課税世帯がどのくらいあるかということなんですが、平成22年度、まだ最終的に出ておりません、申し訳ないんですが。平成21年度では、1,049世帯。65歳以上の非課税世帯が829世帯。65歳以上の非課税世帯のうち施設入所者世帯が412世帯ということでございます。

　あと、これは個人住民税の影響なんですが、法人については若干去年より上向いているのかと、景気がよくなっているのか、法人の所得がよくなっているということでございます。

　固定資産税については、土地の評価が年々下落しているということが一番大きな要因でございます。

　交付金についても、水道局さんが１億3,842万1,000円ということなんですが、償却資産が大きいものですから、償却資産が年４、５％ずつ下がっておりますので、その分が大きな影響でございます。

　軽自動車税については、台数がもうほとんど増えないんですが、税率の高い軽四輪乗用が若干増えているということで、税収も若干増えているということでございます。

　町たばこ税は、10月１日に税率が大幅に上がったんですが、上がった分、その影響で喫煙者数が大幅に減っているということで、今回も補正で減をさせていただいております。

ちなみに、10月の申告分については、前月より161％の申告数が大きくなっているということなんですが、今年の１月と去年の６月、税率改正で余り影響がないところで比較しますと、33％本数が少なくなっているということであります。ただ、紙たばこの方なんですが、そちらについては、去年の６月と今年の１月を比較しますと、逆に56％ほど増えているということでございます。そちらの方へ移行された方もおられるのかと思われます。

鉱産税、入湯税については、説明のときにお話ししたような形で減っているということでございます。

以上です。

○議長（鈴木　賢一君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　それでは、私の方からは、２点目、３点目の質問事項であります緊急経済対策事業のきめ細かな交付金と、住民生活に光をそそぐ交付金につきまして、その内容についてご説明申し上げます。

　まず、事業の目的でございますけれども、きめ細かな交付金では、社会基盤だとか住民の生活基盤の整備を行うようにということで、これは経済の活性化に結びつくようにということで、公共事業等の発注が主になります。額的にもハード事業ということで、全額6,000万円、最近落石の多い町道境栃寄線の落石防護網の設置を行う予定でございます。

　また、これはソフト事業になりますけれども、住民生活に光をそそぐ交付金では、主に自殺、ＤＶ、知的社会を担う人たちへの支援などが中心に挙げられております。このため、当町では、きめ細かな交付金では、先ほど申し上げました土木事業、そして住民生活に光をそそぐ交付金では、小中学校４校の学校図書館に検索システムを導入しまして、児童・生徒さんが本棚でわざわざ探すことなく、パソコンで容易に図書が検索できるようにシステムを組むものでございます。

　また、先ほど教育課長からもお話がございましたけれども、将来は、町立の図書館にもリンクをさせて、町内の図書が１カ所で検索できるようなシステムを連動させていきたいというふうに考えております。

　説明は以上です。

○議長（鈴木　賢一君）　14番島崎　利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　まず最初の税の方なんですが、１つは、質問というよりも、これだけ大きな減額があったということは、一番税を納めている人が奥多摩から離れたというのが一番大きいという報告もありましたが、私は、ここに住まれている住民の方、非課税も含めてですけれども、非常にこの不況というようなこともあって働く場がない、働いても残業がないとかさまざまな影響を受けているというふうに思うんです。そういう立場から、是非そういう生活困窮者というんですか、すべての人ではないことですが、そういうところにやはりそれこそ光をあてていただきたいということで、要望でありますが、是非その辺を明らかにしていただけないかなと。今日の時点で資料等を含めて報告はできないかもしれませんが、その点をひとつ要望、要求をしておきたいというふうに思います。

　それから、２番目の先ほどの説明、繰り返しになりますが、何か6,000万円もかけて境の道路に金網を張ると。もちろんそれをやることが悪いと言っているわけじゃないんですが、そんなにかかる費用なのか。それから、経済的なという点から見ても、もう少し予算を、両方でありますが、やはりそういう困っている方々への少子化対策、大雑把に言っちゃえばね。それから高齢化の問題、今、医療・福祉の問題も大きな問題になっていますし、そういう方へ検討してできなかったものなのかと。もちろん、先ほど説明された事業については、やることが悪いといっているんじゃなくて、やはりこれだけの大きなお金が、国が初めてこういう形で出されたわけですから、まさにこのきめ細かな交付金事業だとか住民生活に光をそそぐ交付金と、まさに字のごとくやはり身近な住民にも何らかの施策なり恩恵があってもよかったのではないかというふうに私は思うんですが、その辺、もう少しご回答いただけたらというふうに思います。

○議長（鈴木　賢一君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　島崎委員から再度の質問をいただきましたけれども、まず、境栃寄線の防護網につきましては、ご存知のように都民の森までの山側のがけ地が非常に危険な状態で、町としても緊急性を要するというふうに判断しております。また、昨年の暮れですけれども、青梅市の方が自家用車を運転中に落石があって車をへこまして、そういった事故もございまして、その前にも１件ございます。そのようなことから、都民の森の来場者の方に、また、あるいは住民の方にも危険が及ばないようにということで、今回は大規模に整備をさせていただくものでございます。

　また、委員からは参考として子育て支援とかそういった部分に使えなかったのかというようなご意見もございましたけれども、先ほどもお話ししましたように、額的にも、また趣旨的にもハード事業ということで、ご参考までにはお話は頭の中に入れておきますけれども、町も14項目にわたって単独で子育て支援や若者支援を行っておりますので、そちらの方で十分に支援をしてまいりたいというふうに考えております。

　以上です。

○議長（鈴木　賢一君）　ほかに質疑ありませんか。１番師岡　伸公委員。

○１番（師岡　伸公君）　税収の件で２つお伺いをしたいと思います。

　まず１つ目ですが、今、ネット販売ですとかネットオークションで収入を得ているという方が非常に多くなっているように思いますけれども、この奥多摩でそういうふうな形での納税のような実態があるのかどうか。それから、そういうものが住民税等にどのような形で影響をしてくるのかどうか。もし、そのような事例があるとすれば、また、実際に住民税等への影響がどんなふうになるのかなというふうに、ちょっとその辺のところを教えていただければというふうに思います。それが１点です。

　それから、もう１点については、21ページのところに雑入の中に、一番下の段なんですが、柳小路の観光用トイレ浄化槽維持管理費ということで計上されていますが、私も時々というか、よく使わせていただいておりますけれども、これ全体の年間の管理費がどのくらいで、また、その管理負担はどのような形でされているのかなというふうに思いましたので、ちょっとお聞きします。それから、各店舗が共同でやっているとか、その辺のところがわかりましたら、ひとつ教えていただきたいと思います。

　以上２点です。

○議長（鈴木　賢一君）　住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　ネットオークションについてなんですが、納税にかかることでしょうか。

○１番（師岡　伸公君）　そうですね。

○住民課長（浜野　武雄君）　公売の関係。

○１番（師岡　伸公君）　納税の方です。

○住民課長（浜野　武雄君）　申し訳ございません。奥多摩町では、まだ一度も差し押さえを、現在、ここ何年も差し押さえしておりませんので、ネットオークションには参加していないということです。（「そういう意味じゃなくて」「ネット販売でもうけた人が…」と呼ぶ者あり）

　すみません、納税ではなくてネット販売で収益を上げているという、奥多摩の税務課では把握しておりません。国税の方で把握をされているということだと思います。

　私どもでも、確定申告書が国税の方から回ってきたときに、その詳細については内訳書がついていませんので、どなたがどうのこうのとか、何人の方がということも把握できませんのでご了解をいただきたいと思います。

　以上です。

○議長（鈴木　賢一君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、私の方から２点目のご質問でございますが、柳小路の観光用トイレの年間維持費等というご質問ですが、申し訳ありませんが、手元に資料がございませんので、後ほどお答えさせていただきます。

ただ、この中身としましては、当然、浄化槽ですので年間にかかる汲み取り料、それと業者による点検、それともう１つが法定検査料、これが通常合併浄化槽にかかると思いますが、これについては今現在、役場の方でお支払していると。ただ、柳小路につきましては、ご承知のとおり近くに飲み屋さんが何軒もありますので、そこでご利用される方が多い、お客さんがご利用されるという部分もありまして、柳小路に面している店屋さんから維持管理費にかかる一部をご負担いただいているという部分で、今回の補正に上げさせていただいているということでございます。

　年間維持費につきましては、休憩後にもう一度回答させていただきます。

○議長（鈴木　賢一君）　10番村木　征一委員。

○10番（村木　征一君）　それでは、１点教えていただきたいと思いますけれど、19ページの財産収入、金額はわずかですけれども、棚沢の住安戸の町有地の売却ということで説明がございましたけれども、何平米ぐらいなのか、あるいは単価はどのくらいなのか教えていただきたいと思います。

○議長（鈴木　賢一君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　村木委員のご質問にお答えします。

　この棚沢町有地の売り払いですけれども、現鳩ノ巣大橋の下流に建設を予定しております仮称将門大橋の用地分２カ所で、面積が合わせて510平米、地目山林で、平米当たり1,070円で売り払ったものでございます。

○議長委員（鈴木　賢一君）　11番師岡　　智委員。

○11番（師岡　　智君）　ちょっと２点ばかりお聞きしたいと思いますが。

　19ページ、教育委員会の関係なんですが、この繰入金の中で古里小と氷川中のアスベスト除去工事は大変な金額が減額になっております。確かに、補正であれしたような気がするんですが、もう既に終わったのか。アスベストというのは、非常に今いろいろと問題になっているやつで、もう既に撤去工事が終わってこういうふうな減額になったんだろうと思いますが、いつごろやったのか。こんなに減額になっても特に問題なく工事というのは終わったのかなという、ちょっと気になりましたので、これについて、いつごろ工事をやって終わったのか、この２点ですね。

　それから、その下に基礎学力を育む学校づくり交付金というのが240万円減額になっていますが、これが毎年、何か基礎学力を育む学校云々ということをよく項目に出ているのを見ておりますけれども、今回についてはなぜか金額ゼロで削除されておりますが、これは特に今年度は取り組み等なく、計画もなく終わってしまうのかどうか、これについてどういう形でこれが全額減額になっているのかなと。今後、こういうあれはないのかどうか。その辺をちょっと２点だけ。

○議長（鈴木　賢一君）　教育課長。

○教育課長（井上　永一君）　ご説明いたします。アスベスト工事でございますけれども、今、準備工事をしておりまして、やはり学校、授業をやっているということですので、春休みになった段階ですぐ工事をしたいと。ただ、既に下準備等は済んでおりますので、日程的には今年度中にすべて除去工事が終了するということでございます。

　それと、基礎学力を育む交付金、またアスベスト工事の減額の部分ということですけれども、これ、歳出への金額のあて方ということで、今まで繰入金で予定した部分についてということで、その詳しい内容については企画財政課長の方からご答弁をさせていただきます。

○議長（鈴木　賢一君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　２点目のこの基金の部分について、私の方から説明をさせていただきます。

　19ページをお開きください。02の公共施設整備基金繰入と、ただいまご質問のありました教育文化振興基金繰入、そして、その下の観光施設等整備基金繰入が、それぞれ三角で3,050万円、240万円、5,500万円となっておりますけれども、これは当初予算で財源不足が生じまして、それぞれの基金から充てるという考えでございましたけれども、この年度末の３月末の精査で一般会計で賄うことができましたので、それぞれ予定していたところに基金に戻すというものでございますので、ご理解いただきたいと存じます。

○議長（鈴木　賢一君）　ほかに質疑ございますか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　質疑なしと認めます。以上で議案第10号の歳入の質疑を終結します。

　次に、議案第10号の歳出の質疑を行います。質疑があればお願いします。10番村木　征一議員。

○10番（村木　征一君）　73ページをまず１点お聞きをしたいと思います。

　ここに教育総務費の中の備品購入費931万5,000円とありますけれども、金額は大分大きいわけですけれども、どんな備品を買われるのかお聞きをしたいと思います。

　それからもう１点、74ページになりますけれども、小中学校の図書館の蔵書の検索システムという、さっきご説明があったんですけれども、金額は1,000万円ということですけれども、これは小中４校にこれを設置するのかどうか、これをお聞きしたいと思います。

○議長（鈴木　賢一君）　教育課長。

○教育課長（井上　永一君）　それでは、ただいまのご質問についてお答えいたします。

　この931万5,000円、この備品購入費の内容でございますけれども、これは各学校吹奏楽部への楽器購入、あるいは音楽の授業等で使用します和太鼓、あるいは琴のセット等の購入費、これが主なものでございます。

　続きまして、図書検索システムの関係でございますけれども、これは先ほどからお話が出ておりますけれども、住民生活に光をそそぐ交付金を利用いたしまして、町内各４校それぞれに検索システムを導入するものでございます。

　この検索システムについて、今、古里小学校では以前、指定寄附金がございまして、それを使用してシステムを今児童が使っているんですけれども、それが老朽化しているというようなこともございまして、すべての４校でシステムを導入。また、この金額につきましては、システム導入経費につきましては、今600万円程度を予定しておりまして、残りの400万円では各校100万円ずつの予定で学校図書の購入ということで、合わせて備品購入ということで予算を組ませていただいております。

　以上でございます。

○議長（鈴木　賢一君）　ほかに支出ございますか。７番小澤　春義委員。

○７番（小澤　春義君）　79ページの給食管理費で、先ほどの説明だと130万円ぐらい燃料費の減だというような説明だったと思いますが、この燃料費の減は、ソーラーシステム発電の関係があるのかどうかをお聞きしたいと思います。

○議長（鈴木　賢一君）　教育課長。

○教育課長（井上　永一君）　それでは、学校給食センターの光熱水費の関係でご答弁させていただきます。

　今、新しい給食センターにつきましては、電気を主な熱源として調理等を行っておりますが、今まで登計地区にございました給食センターでは、重油が主な燃料であったということでございます。当然、電気代ということでソーラーシステムの発電の部分も今の毎月の電気料の20％程度を賄っている部分もございますが、この大きな要因については、重油から電気に調理する熱が変わったということが主な理由でございます。

○議長（鈴木　賢一君）　14番島崎　利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　１つは、26ページの総務費、この中で、前回もちょっとお尋ねや質問をしたことがあるんですが、小金井・福生町有地舗装工事減というようなのが載っております。この２つの建物、もちろん町のものですが、十分活用ができているのかどうか。福生などはここから近いといえるかどうかはあれですが、小金井などについては借地借家にしてあるのかどうか。で、どなたかがうまく町のために活用されているのかどうか、この点を１つお尋ねをしておきたいと思います。

　次は、障がい者の問題でずっと結構大きくいろいろあるんですが、約40ページの周辺で奥多摩町の中で透析患者が今21名おられるそうです。私、一人ひとりとはまだ面接しておりませんが、当然この方々は、ほとんどといっていいぐらい障がいの１級の方々です。もちろんよくご承知の方もおられるかと思うんですが、当然、病院には週３回通わなければ透析ができないわけですから、そういう状況の方がおります。

　今後、お年寄りだけがなるものではないですが、特にお年寄りが増える中でこの透析問題というのは非常に私は重要なことだと。障がい者でありますから、当然、１日血液を循環させて非常に疲れるそうですね。私は体験がないからわかりませんが。だから、１日やられるということで大変な思いをしていると。で、１つは、私の方に要望があった方がいるんです。是非奥多摩病院で、なかなか経営という点で見ると大変なのかもしれませんが、奥多摩病院近くで透析ができないのかどうかということです。当然、専門の医者が１人必要でしょうし、看護士さんというか、スタッフはちょっとわかりませんが、そういう形になるだろうと思いますが、まさに大変な病気といっていいか、非常に苦労している。私もその方に会ったら、「是非、そういうふうにしてほしい」という声です。仮に21人がもう既にどこかの医療機関に通われているわけですが、その方がすべて奥多摩病院にというふうにはいかないにしても、是非そういう要望も出ております。

　それから、高齢者が今後増えていくということの観点からも、是非実現してほしいという、これはまた別な方からも、もう80歳になる方ですが、まだこれは透析の対象になっている人ではないんですが、是非要望してほしいというご指摘も受けました。是非そういう意味でやっていただきたいというお願いであり、ご回答をいただきたいと。

　それから、もう１つは41ページでありますが、今、奥多摩町は特に氷川地域でタクシー問題がわかっていますよね。もう町の方にも要望書が３団体、観光協会を含めて要望が町長宛てにも行っています。もちろん、会社の方にも行っています。その点の反応はどうなのかと。一定の会社の方でチラシも配っておりまして、私も持っておりますが、６時以後は、基本的にはやらないとは言っていませんが、タクシーが動かないと、個別には頼んでいる人もいるようですが、そういう問題があります。

　町の方も、この問題は単なるタクシーだけでなくて１人暮らしのご家庭や高齢者が増えてきているわけですから、検討していると。タクシーを出すということだけでなくて、病院に当然そういう患者を送迎している社協を中心にやられているわけですが、まさにあれを拡大するような形のことも検討しているというふうな報告が以前あったと思います。その結果がどうなっているのかと、どういう方向性が出ているのかということもお尋ねをしておきたいと。

　この中で、１つは、今ここの数字ではタクシー乗車料金、これは障がい者を中心にだと思うんですが、確かに発行していますよね。ただ長距離なんかに行けば１回でも足らないというのも、場所にもよりますがあるんですが、これ利用者はどのぐらいの数に上っているのかどうか。以前からこれはもう制度としてできていたわけですから、是非その点を教えていただけたらということです。

　それから、もう１点、次は43ページですが、児童措置費の問題です。これ、ちょっと意味がよくわかりにくいんですが、保育園の1,900万円も氷川と古里が減額だと。この辺の説明はなかったというふうに思うんですが、なぜこのような数字が、上の数字も含めてですが、保育所措置費、児童手当、児童育成手当というようなのが全部減額で、管外保育園もありますから、奥多摩の場合は。200万円という数字が出ていますが、これの説明をいま少ししていただき、なぜこのような大きな数字が保育園の経営の中で出てくるのかということです。

　以上。

○議長（鈴木　賢一君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　それでは、お答えいたします。

　１点目の小金井・福生の町有地の関係でございますけれども、まず小金井につきましては、更地で面積が161平米ございます。それと、福生につきましては、土地面積が255平米の中に、前に医師住宅として木造２階建ての建物がございます。特に福生の町有地につきましては、今後のお医者さんの関係もございますけれども、小金井も含めて、まだ検討の最中にございますので、ご理解をいただきたいと存じます。以上です。

○議長（鈴木　賢一君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　それでは、私の方からは、まず１点目の透析の関係の状況についてお話をさせていただきたいと思います。

　委員おっしゃられるように、現在、21名の透析患者の方がいらっしゃいます。65歳以下の方は５名、65歳以上の方が16名ということで、高齢者の方が多い状況でございます。そのうち青梅市内の病院で透析を行っておられる方が18人、あきる野市でやられている方がお二人、港区でやられている方がお一人ということで、都合21名という状況でございます。

　病院の方につきましては、事務長の方からお答えをさせていただきます。

　また、次のタクシーのお話でございますけれども、委員おっしゃられるように、私どもでは外出支援の事業を社協に委託して実施をしておりますけれども、この事業につきましては、現在、本年度では148名の方が登録をされているということで、町内の５つの診療所に通ってございます。民生委員さん等の会議の中で、利用者からのご要望ということで非常に歯科の通院が最近増えているということで、今までの病域以外の部分で歯科診療も是非加えてほしいというお話がございましたので、新年度、平成23年度については新たにその部分も見込んで、週に２回ほどでございますけれども、外出支援のサービスを充実させていきたいというふうに考えております。

　それと、３点目の43ページの保育所措置費でございますけれども、措置費につきましては、状況を申し上げますと、氷川保育園が、定員は70名でございますけれども、予算上59名を見込んでございました。ところが、実際、月平均に直しますと55人ということで、４名分の措置費掛ける年間の減がこの1,900万円という数字に反映をされるというものでございます。

次に、古里保育園でございますけれども、定員は90名ということでございますが、予算上は67名を見込んでございましたけれども、実際62名ということで、こちらも５名落ちているということで、同じく1,900万円と。人数の違いによる金額の同一については、措置の児童の年齢によって保育料が変わってくるためでございます。

また、管外の保育につきましては、当初４名を見込んでございましたけれども、実際は３名ということで、ここでも１名減っております。その方の年間の保育料の支援分ということで200万円という形で減額とされております。

ほかの部分も含めまして予算の計上上は対象見込みをしておりますけれども、実際のところは、その方たちの中で行かれないという方もいらっしゃいますし、よそへ出てしまうという方もいらっしゃいますので、実際には、見込んだ数字までに達しないというのが現状でございます。

　以上でございます。

○議長（鈴木　賢一君）　病院事務長。

○病院事務長（川村　文雄君）　それでは、島崎委員のご質問なんですが、奥多摩病院で透析はどうかというお話でございますが、委員ご指摘のとおり、専任の医師あるいは専任の看護士、専任の技師が必要となります。当然、専門的設備も必要になりますが、現在の奥多摩病院の施設基準の整合性からいいますと、これらの設備を整えるには法的に無理がございまして、見合わせているのが現状でございます。

　以上でございます。

○議長（鈴木　賢一君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　私の方からはタクシー問題ということで、夜間の撤退のお話がございました。このタクシー問題につきましては、２名の議員さんから既に一般質問をいただいておりますので、その中で詳しくお答えをさせていただきますので、ご理解をいただきたいと存じます。

○議長（鈴木　賢一君）　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　ご異議なしと認めます。よって、午後２時10分から再開とします。

午後１時53分　休憩

午後２時08分　再開

○議長（鈴木　賢一君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　次に、答弁漏れについて観光産業課長から答弁いたします。観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　先ほど１番師岡委員からのご質問で答弁漏れがございましたのでお答えいたします。

　先ほど柳小路の観光用トイレの関係でございますが、平成21年度の実績でお答えさせていただきます。

　法定検査費と保守点検委託費、それと清掃費、いわゆる汲み取り料を合わせまして、支出では11万6,650円かかっております。これは柳小路さん等との取り決めによりまして８対２という割合で２割をいただいているということで、実際には昨年も２万3,330円いただいていますが、今回は補正で２万円をとりあえず計上させていただいたということでございます。

　以上でございます。

○議長（鈴木　賢一君）　次に、議案第10号の歳出から質疑を求めます。11番師岡　　智委員。

○11番（師岡　　智君）　では、２、３点ちょっと、数字のことはございませんけれども、気になっていることをちょっとお伺いします。

　まず、36ページを見てください。中間のところに成年後見制度云々というものがあって減額になっております。今、テレビ等でもこの成年後見制度を悪用して非常に事件が起きているというようなことも聞いておりますが、奥多摩町で実態としてこういったものはどの程度あるのか、私もわかりませんけれども、要するに、一般的には公表できない部分もあるんじゃないかと思いますが、もし、我々としては、非常に今、世間でも騒がれている問題でございますので、奥多摩町でもどのような実態としてこういったものが扱われているのか。実際、今回この金額を見てもほとんど減額しちゃいますと、ないようですので、大したあれはないのかなと思っておりますけれども、町の実態を我々に言っていただける範囲で結構ですので教えていただければありがたいと思っております。

　それから、40ページの中ごろでございます。これも数字ではございませんが、ここに委託費の中で、障がい者のことだと思いますが、高次脳機能障害者とこういう表現があります。非常に我々にはわかりにくい言葉なんですが、こういうのはどういう程度のあれを指してこういう表現になっているのか、我々にもちょっとわかりかねますので、この辺の解釈を是非教えていただければと思っております。

　それから、もう１点、65ページでございますが、観光施設の維持管理費の中で需用費の光熱費が172万円以上削減になっています。たしか、この説明の中で、今回、都営水道になった関係でいろんな観光トイレとかそういったものが都営管理になるということで減額になったんだというお話があったような気がいたします。非常にありがたいことなんでございますが、こういったことであれば、是非もっともっと奥多摩にはそういった観光を利用したような公共施設があるんじゃないかと思いますが、東京都に少しでもそういったことで面倒を見ていただければ、少しでも町の負担が少なくなるということだと思いますので、この辺のところを是非今後、何か交渉なりいろんな余地がありましたら検討していただければありがたいなということでございます。

　以上、３点ちょっとお聞きしたいと思います。

○議長（鈴木　賢一君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　師岡委員の質問にお答えをいたします。

　まず、１点目の成年後見制度のお話でございますけれども、これは平成12年に介護保険制度の開始に伴いまして、認知症の高齢者の方など判断能力が不十分な人にも介護サービスの利用に際して契約が必要になってきたということを契機に、平成12年４月から、今までありました民法の禁治産、あるいは準禁治産者を改正してつくられたものでございます。

　当町におきましては、平成22年度では実は１件ございます。１件ございまして、ご本人が申し立てができないということで、町長がご本人に代わってその財産の管理等を行うということで、間に入りまして法律事務所の方へご紹介をして後見制度を実際に使っております。その１件でございます。

　次の40ページの高次脳機能障害でございますけれども、高次脳機能障害というのは、主に脳の損傷によって引き起こされる神経上の病状でございますけれども、原因といたしましては、脳の出血あるいは脳梗塞による脳血管障害、あるいは交通事故による脳外傷、あるいは脳腫瘍、これ全体で94％がそれが原因という内容でございます。

　具体的に申し上げますと、新しいことが覚えられない、覚えにくい、あるいは感情のコントロールができず、すぐ逆上すると。あるいは同じミスを繰り返して行うとかそういった症状がございますけれども、町では、この２月号の広報に載せさせていただいておりますけれども、もしかしたら自分が、あるいは家族が高次脳障害ではというような不安になる場合はご相談をいただくということで、相談の窓口を設置しているものでございます。

　以上でございます。

○議長（鈴木　賢一君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、私の方から師岡委員の３点目のご質問、観光施設維持管理費の光熱水費の減額についてご説明をさせていただきます。

　これにつきましては、昨年４月から東京都水道への移管がございましたが、東京都水道局の中に公共施設の減免制度というのがあるそうでございます。これにつきましては、あくまで公共施設と限定されていますので、すべての施設が該当するというわけではないんですが、この制度のおかげで今回減額させていただく内容につきましては、観光用トイレの部分が該当するということで、町内に29カ所のトイレがありまして、それに水道を使っているわけですけれども、この制度にこの29カ所を該当させていただいたということで、その水道料が172万8,000円ほど見込みで減額できるということで今回上げさせていただいたというわけでございます。

　今、委員ご質問のように、なるべくうちの方もこの制度を使いたいと思いますが、やはり制度上、公共施設として認められるかどうかという部分もありますが、なるべくほかの施設もあれば申請していきたいと思いますのでご理解をお願いいたします。

○議長（鈴木　賢一君）　12番前田　悦男委員。

○12番（前田　悦男君）　64ページに花の里づくり事業費350万円、150万円の減額になっております。大幅な減額なんですけれども、この事業そのものがこの大幅な減額によって損なわれないかどうか、その内容と、それから、今後、以前のように活発でなくなっている気がしますので、そこら辺の見通しについてお願いします。

　それから、その下の日照権についても、同じように減額の幅が大きいので、これについても同様に青梅の各地ではかなり目立った日照権対策が行われている、花粉対策か、ちょっとそこら辺は定かではないんですが、いずれにしろかなり目立った森林の伐採等が行われていますので、これが減額ということは、ちょっと奥多摩は寂しいなという気がしますので、その両方についてお願いいたします。

○議長（鈴木　賢一君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、前田委員のご質問にお答えさせていただきます。

　まず、１点目の花の里づくりの減額の内容でございますが、ここに賃金から22までの補償の関係までございますが、特に大きいものについては、賃金でございますが、これは花の里づくりの指導員という形で賃金をとらせていただいておりますが、これが今回、金額的に余り使わなかったということでこの金額を減額と。

　それと、負担金の関係でございますが、年度当初では５カ所を予定していたわけなんですが、これが結果的に４カ所になってしまったということで66万5,000円の減額という形で、それぞれ合計しますと154万2,000円の減額になったということでございます。

　ただ、これにつきましては、うちの方も一般質問等でも今までいろいろご質問いただいておりますし、予算関係でもご要望をいただいていますので進めていきたいと思いますが、ただ、やはり自治会等、もしくは自治会に準じる団体等からの申請、これは後々の管理の問題を含めてのこともございますので、そういう団体等からあれば、もちろんこれは不足する場合には財政サイドにお願いしまして増額していただくというようなことを今後も行ってまいりたいと思いますのでお願いしたいと思います。

　それと、日照権につきましても、これについては事前申請ではございませんので、予想で金額を計上させていただいているわけですが、申請は３カ所、現在までございました。ただ、日照権の確保の関係で基準が、木を切ることによって３戸以上の住宅が、たしか30分以上だったと思ったんですけれども、日照が確保できるという基準がございます。この３カ所の申請をいただきましたけれども、残念ながら、そのうちの２カ所はその基準に当てはまらないというようなことで、実際には該当したのは１カ所という形で、今回この金額を減額させていただいているということでございます。

　この日照確保事業につきましても、これは当然、申請されるについては日照権を確保できるという形で申請していただくわけですけれども、やはりある程度の基準を定めておかないと、実際に切ってしまってから日照が確保できなかったと、全然伸びなかったというようなこともあると困りますので、やはり１つの基準をクリアする中では、うちの方も全面的にバックアップしていきたいと思いますので、今後も該当地区がありましたらば是非とも自治会等の方に声をかけていただきまして申請をいていただければと思います。

　以上でございます。

○議長（鈴木　賢一君）　５番増田ひさ子委員。

○５番（増田ひさ子君）　46ページの予防費なんですが、この中の10番の遠隔予防医療相談事業費というのが366万円の減になっていますが、この内容を教えていただきたいと思います。

○議長（鈴木　賢一君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　増田委員のご質問にお答えをいたします。

　この遠隔予防医療相談事業でございますけれども、366万円の減ということでございますけれども、消耗品が自己採血キットという自分で採血をしていただきますけれども、これ、参加者の方に年２回行うわけですけれども、それを当初150人を予算を見てございましたけれども、この費用１回当たり4,000円でございますけれども、4,000円の150人の２回の消費税ということで126万円。委託費でございますけれども、この240万円におきましては、相談を実際する医師あるいは医療のコンシェルジュという女性の方がいらっしゃいますけれども、その方の人件費を、当初、町の予算で計上していたものでございますけれども、これは一緒に事業を進めております慶応大学、こちらが文科省の方の交付金が得られたということで、その交付金の中で支出をしていただけるということで、私どもからの支出がなくなったという内容でございます。

　ちなみに、平成22年度におきましては、107名の参加者がいらっしゃいまして、対象地区が９地区でございます。小河内を始め高齢化率50％の自治会が６カ所、それとあと小丹波あるいは棚沢といった東の方の地区を２カ所ということで、都合107名ということで、平成23年度についてもこの事業を拡充しようということで、新たに福祉会館と保健センターを追加して11カ所で事業展開をしたいというふうに考えております。

　以上でございます。

○議長（鈴木　賢一君）　ほかに質疑ありませんか。13番小林　　勤委員。

○13番（小林　　勤君）　26ページになるんですけれど、レイクサイドのこの電気保安管理費がここに載せてございます。いずれにしても、このレイクサイド購入800万円でしたっけ、して、その後、どのような活用をするかということは、当時からいろんな意見が、あるいは質疑がされてきた。ここでこの補正でこういう数字がここに23万4,000円出ていますけれど、例えば、これが５年間捨て置いたら幾らになるかという、ただ単純的な数字の計算じゃないんですけれど、もう全くむだ遣いになるような気がしてしょうがないですね。

　町は大変、国もそうですけれど、都もそうですけど、要するに、こういった形でのむだ遣い的なもの、あるいはむだを省くという点からいったらどうなのかなと。例えば、今、この建物、要するに、近々に使うと、あるいは使えるという状況のものでないとしたら、電気をとりあえずとめておくと。むだを省くという意味からいっても、電気はとりあえずとめておくと。水道は今度都営になりましたから、それもとめておくとか、いろいろ方策はあると思うんですね。これ万が一このままにしておくと、来年あるいは再来年にはこういう保安管理、保全管理しなければいけないよと言われることになるわけでしょう。そういった面から、やっぱりその辺を、あるいはこのレイクサイドをもう既に計画的にこういう形にするからというものが見えているなら別ですけれども、その辺の町政の運営管理としていかがかなと思いますけれど、どうでしょう。

○議長（鈴木　賢一君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　小林委員からレイクサイドの電気料についてお話がございました。とめておけばいいんじゃないかということですけれども、この辺は詳しくご説明いたします。

　実は、旧東芝時代から携帯電話のＫＤＤＩが庭先にアンテナを立てておりまして、引き続きこのアンテナの使用料月額５万円、12カ月で60万円ＫＤＤＩから町はいただいております。そして、この携帯アンテナの電源につきましては、どうしてもレイクサイドの建物の電気からとらなければいけないということで、別に電気料として月額２万2,000円、12か月で26万4,000円を同じくＫＤＤＩからいただいておりまして、合計で86万4,000円、年額町の方でいただいております。どうしてもこのＫＤＤＩが電気を使うということで、あの施設は大きいものですから、高圧を引いておりますので、どうしても一部で電気を使っている以上は、関東電気保安協会の年１回の検査にふさなければいけないということでご指導がありまして、今回23万4,000円、これは年額でございますけれども、計上させていただきました。

　この関東電気保安協会の保守料が23万4,000円と、町が東京電力にお支払している電気料の実際額ですけれども、今のところ、月額２万円の12カ月で24万円です。ですから、ＫＤＤＩから86万4,000円いただきまして、電気料と関東電気保安協会の支払が足して47万4,000円、差し引きしますと39万円のプラスになっておりまして、そのような事情もございまして、決して無駄をしているわけではございませんのでご理解を賜りたいと存じます。

　また、水道につきましては、今のところ使い道がありませんので閉栓をしてございますので、含めてご理解をお願い申し上げます。

○議長（鈴木　賢一君）　13番小林　　勤委員。

○13番（小林　　勤君）　今の、要するに、差っ引きで言うなれば儲かっているんだというような答弁でしょうけれど、例えば、三相で入っているから云々というのが今ありましたけれど、電話鉄塔の部分の電気は別に敷設をすると建物の方はなくなるわけでしょう、例えばの話ね。そうすると、その部分が、電話屋さんの方で全部使えば、自分たちで電気は引いて、電気をそっくり使わせるということになると、今私が言ったような、むだを省くとか省かないの話じゃないけれど、簡単に話になるのかなと。ただ39万何ぼもうかるからこのままの方がいいといわれれば、うん、営業的にはいいのかなという気もしないでもないですけどね。その点が１つなんですけど、ただ、私、今もう１つは、このレイクサイドをやっぱりもういかように活用していくかは早急にやっていかないと、当時投資した分、買い取った分の償却が、一般質問でもこの問題じゃなくほかの話で申し上げますけれど、何はともあれ公金を投資している、それをどういうふうに償却して、どういうふうに町に還元させる、町民に還元する、こういうことが出てくるはずなんです。

　ですから、この保安協会の指摘でこの23万4,000円かかったというのは、そうことならうなずけますし、また、差っ引き計算で損はしていないというか、無駄はしていないよといわれれば、それはそれでいいとするか、悪いとするかはそちらの判断で構いませんけれども。そういうことなんですよ。それも含めてお尋ねをした部分が課長、あるということなんです。

○議長（鈴木　賢一君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　小林委員の再質問にお答えします。

　確かに、ＫＤＤＩも町が取得してからあのような高台での好適地での単独設置ということも別に不可能ではないと思いますけれども、まず、あれだけの高台の平ら地がないということと、これは町が取得してからＫＤＤＩが建設したものではなくて東芝時代からあったものですから、そんな経緯もご推察をいただきたいと存じます。

　それと、あの建物の検討につきましては、議員皆様方からさまざまに、視察もいただいたり、ご意見もいただいております。また、庁内でもプロジェクトチームを多角的にいろんな課から委員を募って、福祉・教育・観光の視点からどんな活用方法ができるのかということでさまざまに検討してまいりました。とりわけ福祉施設につきましては、法律に基づく各種面積の基準がとれないとか、また、現状エレベーターがありませんのでエレベーターもつけなければいけない。さらに、昭和57年からの新建築基準法による耐震基準を満たしていないので、この耐震化に１億円近い金がかかるんじゃないかということで、現時点ではどのような活用方法にするか、決定を見ておりません。

　それともう１点ですけれども、小河内ダムの建設50周年に際しまして、町からは対岸のいこいの道の12キロが開設したことに伴いまして、山のふるさと村まで全くショートカットする、国道に取り付く道がございませんので、今、つり橋を水道局さんの方に、「是非建設をしてほしい」ということで、たまたま部分が対岸と国道側で入り江が非常に狭くなっている部分でありますので、もし、つり橋等を建設される場合には、この建物のところがつり橋の橋台とかバックヤードの部分に当たる可能性もありますので、そんなことも含めて今後、検討してまいりたいと考えておりますのでご理解を賜りたいと存じます。

○議長（鈴木　賢一君）　ほかに質疑ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　質疑なしと認めます。以上で議案第10号の歳出の質疑並びにすべての質疑を終結しました。よって、これより採決します。

　日程第３　議案第10号について、原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（鈴木　賢一君）　起立多数であります。よって、議案第10号については原案のとおり可決すべきものと決しました。

　次に、議案第11号の質疑を行います。質疑があればお願いします。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　質疑なしと認めます。以上で議案第11号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第４　議案第11号について、原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（鈴木　賢一君）　起立多数であります。よって、議案第11号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、議案第12号の質疑を行います。質疑があればお願いします。14番島崎　利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　要望ですが、議案第11号との関連もありますから、一緒に合わせて。

　来年度予算も同額的な予算が組まれているようであります。そういう報告もありましたが、観光的な要素も両方施設があるわけですね。そういう意味から、同じ金額を組むというか、相手は東京都なんですから、お金がないとかいろいろあるでしょうが、私なんかから見れば、基金がもうすごい何兆円というふうな基金が積み立てられているという話もあるくらいです。だからみんな持って来いということじゃないんですが、もう少し山ふるも都民の森もやはり拡大していくと。もっと創意工夫を含めてさまざまな施策を含めて、私は、東京都にも要求をして、やはり地元も本当にその気になって頑張るというような施策でやっていただきたいと。何かもう同じパターンで物が進められている。いろんなイベントを組んでおられる場合もあるんですが、非常にせっかくの施設が十分ではないというのが、よく山ふるも都民の森もキャンセルが続いて、当然、天候が悪ければ来ないというのもあるんですが、是非もっと努力をしていただきたいということであります。

　以上。

○議長（鈴木　賢一君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　島崎委員のご質問にお答えしたいと思います。

　都民の森も山のふるさと村も都の指定管理施設ということで、３年に１度指定管理を受ける申請がございます。直近では、今後、平成23年、来年度にその申請を行うという形になります。その申請が都の方で評価委員会、審査委員会と行いまして、決まった場合には、現状でいきますと３年間、指定管理者として運営にあたれるわけですが、一度やはり決まってしまうと３年間は同額の金額でいってしまうというようなことになっております。平成23年度に両施設とも都の指定管理施設として継続して運営を行っていきたいということで申請を当然するわけですけれども、その中で、やはりいろんなイベント等を行いまして利用者の増加を図るというようなことを、当然、これをうたっていかなければいけないんですけれども、やはりいろいろ今難しいというんですかね、東京都も評価委員会等を設けて、今、委員さん申したように、いろんなイベントを行って努力しているのかどうか等、いろいろ評価もされております。

　ただ、評価されておるんですが、今後も町としても両施設、直接運営していって地域の振興につなげてまいりたいと思いますので、申請を行うと同時に、よりよい方向でいきますように計画してまいります。

　それと同時に、この委託管理料についても是非とも上げていただきたいというようなことは、前々から要望させていただいておりますので、引き続いて要望はしてまいります。

　いずれにしましても、こういう場所で、特に山のふるさと村、都民の森とも駅から離れているということで、なかなか足の問題等もございますが、そういうところも徐々に職員の努力の中で解決しながら利用者の増加を図ってまいりたいと考えておりますのでご理解と、もうしばらく長い目で見ていただければと思います。

　以上でございます。

○議長（鈴木　賢一君）　12番前田　悦男委員。

○12番（前田　悦男君）　使用料及び手数料、この補正額が40万円なんですが、やはりかなり努力していると思います。一般の宿泊施設、実感としてかなり全般的に苦しんでおります。その中で数％の減ということはかなり努力していますし、それから、冬場に町民に対しても防災無線で半額でという形の企画もされていたようです。その内容というか、成果というか、もし手元に資料があれば、その成果を是非発表してもらいたいなと思います。

　これは、都民の森に比べて山のふるさと村の方の業績がかなり高くなっていますので、評価すべきは評価すべきだなと思いますので、それも含めて内容についてお知らせいただければと思います。

　以上です。

○議長（鈴木　賢一君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、前田委員のご質問にお答えさせていただきます。

　まず、山のふるさと村につきましては、数年前から、今、委員がおっしゃったとおりケビンの半額割引等を行っていますし、また、昨年から福祉の関係とタイアップしまして小河内地区の方が半日、山のふるさと村でお昼等を食べて過ごしていただくというような事業も行っております。

　幸いなことに、平成21年度と今年度の対比でございますが、ケビンサイトとテントサイトの利用者数を比較しますと、現時点で平成21年度に比べまして28万円の減になっております。ちなみに昨年が1,841万5,000円の使用料がございましたので、今回の金額は補正後1,880万円という形になるんですが、そこに届くかどうか、今後の努力次第なんですけれども、やっとここにいけるかどうかなという数字になっております。

　ちなみに昨年、天候等の状況、当然違いがあるんですが、昨年３月が、この利用料として80万円ほど収入として入っております。この80万円がとらぬタヌキではないんですが、入ってくるとすれば、この予算額は何とかクリアできるというような数字になっております。

　また、総体的な利用者数という形でお答えさせていただきますと、その下の諸収入で売店売上は59万3,000円、今回増額させていただいていますが、これとは別にクラフトセンター等の利用を見ますと、これが若干今年度は悪くなっていると。どうしても冬場に、今年は去年に比べて雪が多くなったというようなこともあって、若干そういう部分の利用者数が減ってしまったのかなという感はしますけれども、いずれにしましても、セラピー等でも利用していただいていますので、今後、そういうところとタイアップして、また、山のふるさと村と都民の森、それと体験農園等とタイアップして、いろんなイベントも行って利用者数も増加するようなことも一生懸命やっておりますので、もう少し頑張って利用者数また利用金額を上げてまいりたいと思います。

　以上でございます。

○議長（鈴木　賢一君）　河村町長。

○町長（河村　文夫君）　山のふるさと村と都民の森の関係なんですけれども、島崎委員のお話がありますように、東京都に要求すればいいという話じゃなくて、これは頭を切り替えていただきたいんですが、指定管理者制度になりまして、ある一定の金額で３年間指定を受けるということですから、その指定を受けたことによって我々はその中で努力をしていくと。

　さらに、収入を上げた場合には、従来は予算がオーバーした場合には東京都に返していたんですけれども、収入が上がった場合には、それは東京都に返還するというスタイルではなくなりましたので、この辺も従来の感覚の中で東京都に予算要求して拡大しろという話ではありませんから、是非その辺もご理解いただきたいなというふうに思っております。

　特に３年間の中で事業評価は毎年、実は行われております。事業評価を東京都から評価委員が来て事業評価をして、点数あるいはランク付けをして３年後の指定に向かって一生懸命努力をしているということでございます。特に山のふるさと村については、年間を通じて少しでも利用者を拡大しようということで、数年前からケビンの冬の２分の１の利用あるいはほかのことも含めてそのようなことに取り組んでおります。

　それから、体験の森もそうでございますけれども、いずれにいたしましても、利用する人が増えて収入が増えないことには安定した指定管理を受けるということはできないわけですから、私自身が一番感じているのは、そこに山のふるさと村あるいは栃寄の体験の森に対して町の雇用の確保をしているわけですから、基本的にはその雇用の確保をしながら、さらに継続して指定管理を受けて、そこに勤めている方たちが安定して、指定管理者が変わってしまっては困るということで、もう少しいろんな意味での工夫と努力をしなさいということで、少しずつではありますけれども、努力をしているのではないかなというように思います。

　重ねて申し上げますけれども、従来の指定管理者じゃないときの予算要求の仕方とは違いますから、その辺は是非今後ともご理解をいただきながら、この指定管理者制度でやっている２施設については、今後とも私自身は指定管理者を受けていきたいと、そのための努力を町としてやっていくということで進めていきたいというふうに思っていますので、よろしくお願いを申し上げたいと思います。

○議長（鈴木　賢一君）　ほかに質疑ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　質疑なしと認めます。以上で議案第12号の質疑を終結します。これより採決します。

　日程第５　議案第12号について、原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（鈴木　賢一君）　起立多数であります。よって、議案第12号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　ご異議なしと認めます。よって、午後３時から再開とします。

午後２時48分　休憩

午後３時00分　再開

○議長（鈴木　賢一君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　次に、議案第13号の質疑を行います。質疑があればお願いします。14番島崎　利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　国民健康保険のことでありますが、１つ総論的なことでご報告していただきたいと。

　今、全国的に国民健康保険税の値上がり、東京の23区もそういう声が上がっているようですね、全国的に調査したわけではありませんが。国保税が非常に住民負担になってきていると。これだけじゃなくて後期高齢者だとか幾つかありますが、そういう点で大変な状況だということです。この辺で一番国保の問題点は、１つは、今まで国民健康保険税の負担割合という点で本来政府が半分出していたんですね、50％。ところが今は半減されてしまっていると、長い間の中で。こういうことから国保にかかる負担が大きくなってきているという状況のようであります。そういう点で、やはり是非これは政府の方に向けて、東京都を通じてなり市町村会等を含めて要求を上げていただきたいと。当然、あちこちでそういう動きがあるようですので、単なる町だけの問題ではありませんので、やっていただきたいと。

　それから、１つは都道府県の合併問題がありますね、国保なりほかの共済だとかいろんな。その辺がどのような、今現在、方向付けは細かくは出ていないと思いますが、都道府県は基本的には反対というような声も上がっているようですが、この点は合併というか、動きがどのように現在進行しているのか、こういう問題も今後、大きいと。仮にこうなった場合、奥多摩の場合、私の勝手な推測ですが、非常に国保が上がっていくのではないかと。例えば、23区の国保税とこの奥多摩の国保税との単純比較はできませんが、やはり値上げに、大幅に上げざるを得ないというふうな状況も出てくるかというふうに思われます。

そういう意味で国保、今後を含めて重要な問題かというふうに思います。西多摩の中でも国保税の値上げをせざるを得ない。しかし、羽村市などは値上げをしないで済ませたというような事例もあるようであります。是非そういう点で、住民の生活、特に商人の皆さんや主婦等の方々が非常に奥多摩の場合は国保にかかっている方が、約50％近くおられるわけですから、是非そういう点から弱者を守るという立場からも強く要求しておきたと思います。

○議長（鈴木　賢一君）　住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　値上げについてなんですが、なかなか他の市町村と賦課方式が違ったりしまして比較ができないんですが、奥多摩町は全国でも賦課額は低い方のランクに入っております。今後、広域化を見据えまして、賦課方式も４方式から２方式に改めていきます。平成23年度で４方式から２方式に完全に移行されます。

　それと、ちなみに奥多摩町では、青梅市と平成23年度を比較しますと、所得割も、これは平成22年度の資料なんですが、奥多摩は今４方式で、所得割については３％、青梅市は4.8％を課税と、それから、均等割が青梅市が２万2,500円、奥多摩町が１万8,100円。ただ、奥多摩町は資産割が今年度はまだ15％あります。それから、平等割が3,700円ということでございます。平成23年度については、青梅ともかなり比較ができるということになろうかと思います。

奥多摩町は賦課額が低いものですから、今後、徐々に他の市町村と合わせるような形で上げざるを得ないかと担当課では思っております。18年には広域化をいう話もございます。その辺を見据えまして徐々に上げていこうと担当では思っております。

あと、低所得者については、今年度、奥多摩町では去年まで、前年まで６割、４割という軽減を行っていたんですが、６割の方が７割、４割の方が５割、あと２割軽減という３段階の軽減方式を導入しております。また、失業者軽減ということで、課税標準額を失業者の方は３分の１にするという形をとっております。そういう失業者の方は７名の方が該当になっております。

軽減措置なんですが、軽減措置で平成22年度当初で1,089万6,000円軽減されているということでございます。

１世帯当たりの平均課税額が、ちなみに10万4,000円となっております。１人当たり平均で５万9,000円という形になっております。これは軽減前の課税額でございます。

以上です。

○議長（鈴木　賢一君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　私の方からは、国の負担あるいは今後の国保税の合併の問題、あるいは現在の国の状況等についてお話をさせていただきます。

　国民健康保険の制度でございますけれども、ご案内のとおり、財源は被保険者の負担する保険料、それと国で負担をするということが大原則でございます。高齢者あるいは低所得者等多くの問題を抱えておりますので、その脆弱な構造的な財政基盤、これに対して保険者である市町村においては、財源の一部を法定繰入金、あるいはこれで賄いきれない分については法定外の繰入金ということで、町で独自に繰り入れを行っているところでございます。現在、12月20日に国の方では社会保障審議会の高齢者医療制度改革会議というところで答申が示されておりますけれども、医療費適正化計画との一体的な取り組みによるメリットが非常に多いということで、国保あるいは後期高齢については、最終的には都道府県の運営案を提示してございます。

　また、国は保険料の設置を、当初導入を検討していた分賦金方式を撤廃いたしました。都道府県単位で統一保険料の方式を採用するということで、市町村国保を全年齢で都道府県単位化するという時期を今回の通常国会に法案の提案を目指しているという状況でございます。

これに対して、全国の町村会におきましても、都道府県が財政運営を担わないのであれば、現行制度と余り変わらないという意見もありまして、現在、それなりに安定しているという現行制度を、あえて廃止をして新たな制度を創設する意義はないんじゃないかというような意見も言われております。また、市長会におきましても、医療制度保険の一本化に向けまして、現在、保険者を都道府県として市町村との役割分担によって国保の制度の再編あるいは統合するよう決議をしてございます。

　厚生労働省の最終報告を取りまとめたわけでございますけれども、問題点がやはり言われております。市町村国保においては増大する医療費に保険税では対応ができないということ、あるいは一般会計からの繰り入れでできる金額には限界があると、あるいは国保税を見直すのは財源的な用意ができていないと、あるいは団塊の世代の方が退職をされますけれども、退職した無職の人がどんどん国保にこれから入ってくるというような状況も踏まえて、公費50％、保険者の負担50％という現在の制度を維持できるかというような基本的な問題もいわれてございます。特に国民健康保険税の税率が保険者によってまちまちであるということで、都道府県に統一するときに、これが上がる自治体、あるいは下がる自治体もあるという中で、幾らに設定ができるのかという問題、あるいは国保保険税の税源の差、これをどういうふうに調整をするかということで、保険料が上がった方の補てんをどうするのかというような軽減策の対応、あるいは保険税の収納率の差ということで、現在、比較的市部は低い状況でございます。それに対して西多摩の町村部では、東京都においても非常に高い状態で推移をしてございます。その努力の差をどう保険料に反映をさせるのかといった問題、あるいは地元の健康づくり、これが広域化されたときに直接市町村ではなくて都道府県がどのような形で統一的にできるのかといった問題等も踏まえて、今後の推移を見守っていく状況があるというふうに認識をしております。

　以上でございます。

○議長（鈴木　賢一君）　11番師岡　　智委員。

○11番（師岡　　智君）　１つだけちょっとお聞きします。

　今、福祉保健課長の方からご説明があった中に、これも部類に入るのかなと思うんですけれども、６ページのところをちょっと見てください。金額的には大したことはないんですが、高齢者医療制度円滑運営事業費補助金という形で３万2,000円、ものすごい金額がきていますが、これ今、政府では、平成25年度か何かには一応後期高齢者医療を廃止して国保に入れるんだというようなことも言われておりまして、今、いろいろと問題がされているようでございますが、今、課長から説明の中の一部にこれらも入ってくるのかなと思うんですけど、この辺の動きというのも合わせて、これは金額の問題ではありませんけれども、どういうことなのか、余り聞かないんですけれども、こういったあれでは今までなかったのが、今回補正で入ってきたということなんですけれども、何かそういう国の制度の動きの中でこういう項目でこれからスタートしたり準備をするということへの働きかけなのかどうか。その辺、現状でわかる範囲でお願いします。

○議長（鈴木　賢一君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　師岡委員のご質問にお答えをいたします。

　高齢者医療制度円滑運営事業費補助金でございますけれども、これは例年、平成20年からでございますけれども、補正対応ということで年度末に計上させていただいているものでございます。これは一定の条件をクリアした場合に、70歳から74歳までの方でございますけれども、ご本人の負担、本来ならばルールでいけば３割負担でございますけれども、これを１割へ落としているということで、毎年そのために医療証を印刷し直すということが必要になってまいります。そのための普及啓発のパンフレットを作成して皆様方に周知を図るための予算ということで、額的には非常に小さいものでございますけれども、このパンフの購入代とそれの発送費をここで見込んでいるということ、これは単年度ごとでございまして、平成23年の３月31日までは１割ということでございまして、それ以降は２割になるというふうな情報をいただいております。これは、最終的には国保が平成30年に一本化されるという、今予定でございますけれども、その段階まで毎年どういった形で変化していくかというのは、ちょっと今後の推移を見ないとわからない状況でございます。

　以上でございます。

○議長（鈴木　賢一君）　ほかに質疑ございませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　質疑なしと認めます。以上で議案第13号の質疑を終結します。これより採決します。

　日程第６　議案第13号について、原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（鈴木　賢一君）　起立多数と認めます。よって、議案第13号は原案のとおり可決すべきものと決定しました。
　次に、議案第14号の質疑を行います。質疑があればお願いします。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　質疑なしと認めます。以上で議案第14号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第７　議案第14号について、原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（鈴木　賢一君）　起立多数であります。よって、議案第14号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、議案第15号の質疑を行います。質疑があればお願いします。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　質疑なしと認めます。以上で議案第15号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第８　議案第15号について原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（鈴木　賢一君）　起立多数であります。よって、議案第15号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、議案第16号の質疑を行います。質疑があればお願いします。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　質疑なしと認めます。以上で議案第16号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第９　議案第16号について原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（鈴木　賢一君）　起立多数であります。よって、議案第16号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、議案第17号の質疑を行います。質疑があればお願いします。質疑ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　質疑なしと認めます。以上で議案第17号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第10　議案第17号について原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（鈴木　賢一君）　起立多数であります。よって、議案第17号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、議案第18号の質疑を行います。質疑ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　質疑なしと認めます。以上で議案第18号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第11　議案第18号について原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（鈴木　賢一君）　起立多数であります。よって、議案第18号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　以上で本日の日程はすべて終了しました。

これをもって連合審査会を閉会とします。長時間ご苦労さまでした。

午後３時25分　閉議・閉会

　地方自治法第１２３条第２項の規定により、ここに署名する。

　　　　　　　　奥多摩町議会議長
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